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【司会】 

 それでは、そろそろ時間になりましたので、開始させていただきたいと思います。 

 皆様、本日はお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。昨日に引き

続きまして、国際協力銀行（国際金融等業務）及び日本貿易保険における環境社会配慮確

認のためのガイドライン改訂に関するコンサルテーション会合、本日は第12回目というこ

とでございます。 

 昨日に続きまして、司会進行役を務めさせていただきます国際協力銀行・鵜木と申しま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それで、最初にちょっとおわびを申し上げたいと思うのでございますけれども、私、本

日、どうしても抜けられない会議がございまして、途中で中座させていただくということ

にならざるを得ませんので、その間は私の横に座っております、やはり国際協力銀行総務

部の三村が進行役を務めさせていただきますので、ご了解いただければと思います。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 それから、毎回申し上げておりますが、注意事項を簡単に幾つか申し上げたいと思いま

す。 

 まず本日、時間的な予定でございますが、予定といたしましては、通常どおり４時間程

度ということで17時30分をめど。進行によりまして、若干延びる可能性もございますけれ

ども、なるべく効率的に進めていきたいと存じます。いつもどおり途中で10分から15分の

休憩を挟ませていただくということでございます。それから、議事録、逐語にて公開予定

というものも、いつもどおりでございます。ご所属、お名前をご発言の前におっしゃって

いただければと思います。それから、匿名を希望の方につきましても、その旨、ご発言の

前におっしゃっていただければと考えます。それから、極力簡潔にご意見を述べていただ

いて、効率的に進めさせていただきたいということ。それから、個別案件の議論につきま

しては控えていただきたいということ。これもいつもお願いしているとおりでございます

ので、皆様のご協力をお願いできればと存じます。 

 それでは、早速でございますけれども、本日の議論に入らせていただきたいと思います。 

 それでは、まず、いつもどおりJBICから、本日の議論の進め方につきまして簡単に話を

していただければと思います。よろしくお願いします。 
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【国際協力銀行 藤平】 

 きょうは、前置きはほとんどしないつもりです。きのうからの引き続きなので、それか

らきのう、最後に皆様方のご了承をいただいたもので、例外的に論点14の議論を先にいた

します。その上で、これは原則にのっとって、改訂にかじを切っているというものの残り

の部分から開始するということにしたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、今ご説明がありましたように、論点14のところか

ら開始させていただきたいと思います。では、最初、JBICからまず説明して、それからに

させていただきます。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 論点14は、私どもといたしまして、現時点で改訂のニーズなしということで考えている

論点でございます。したがいまして、こちらにつきましても、昨日、改訂の方向性の趣旨

欄のところで申し上げた、必要に応じてに当たる内容です。私どもの事実認識の違いとか、

改訂ニーズとしてあり得るものの見落としとか、そういったところからのご提案をいただ

けるものと期待しております。あるいは、ご意見をいただけるものと期待しております。 

 その点を申し上げた上で、私のほうの説明はむしろ控えておきまして、これについては

ペーパーを出されていらっしゃる原科先生が多分ご発言されると思いますので、そちらに

マイクをお譲りしたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。原科先生、お願いします。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 きょうはどうもありがとうございます。今、藤平さんがおっしゃったように、事実誤認、

または改訂ニーズの観点からということで申し上げます。 

 私は２つの点で事実の誤認があると思います。１つは、メモに示していただきました、

この７ページです。14番、環境社会配慮審査会の設置というところでございますが、３、

主要な検討ポイントと認識というところの②、③ですが、ここにお書きになったことは、
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このこと自体は私もそうだと思うのです。通常の国際機関ではなくて、相手国の環境社会

配慮の支援、キャパビルを行える立場ではないということなのですが、ただ、私、この審

査諮問機関の役割は、こういった立場からの助言という意味ではありませんで、あくまで

も、これはJBICが行う環境社会配慮確認、これに対する支援という意味です。だから、審

査諮問機関なのです。ですから、国に対する助言でございます。ですから、ここで書かれ

ていることは違う観点からの提案でございます。ということで、事実誤認があると思いま

す。 

 それから、２つ目は④のところですが、時間コストがかかるであろうと想定しておられ

ますけれども、これは、私は違うと思っています。さまざまな立場の人物で構成されるで

あろう第三者機関のメンバーが、結果的にプロセスを遅延させてしまう可能性を排除でき

ない。これはメンバーの選び方にもよりますけれども、まさに今申し上げた役割です。環

境社会配慮に関する審査、それを確認する。それを専門家として助言するわけですから、

立場というのは余り出てこないです。むしろ専門性ですから。ということで、こういった

ご懸念はまずしなくていいと思います。ですから、問題は人選ですよね。人選的には、当

然、専門家ということですから、例えば環境省とか、行政が外部のところに頼んで選んで

もらう、あるいは学会です。まさに専門性の高い学会に頼む。日本学術会議を通じてもよ

ろしいのですけれども、例えば環境アセスメント学会とか環境科学会とか、いろいろござ

います。あるいは計画分野ですと、計画行政学会もございます。いろいろありますから、

そういったところに頼んで、そして選べば、そういったことは払拭できます。 

 そして、大切なことは、この手続をいいかげんにされると困るのですけれども、審査会

が関与する場合に、すべての案件を審査会で処理するわけではありません。特別に重要な

案件です。これは現行の規定に書いてありますように、そういうものについてアドホック

に外部の専門家に助言を得るわけです。それに相当するものが常設機関であるとなります

から、手続的には変わらないわけです。違いは、常設機関であれば、すぐにアクションを

とれます。ところが、アドホックである場合には、そのための人選とか、また手間どるわ

けです。ですから、むしろトランザクションコストがかかってくる。時間コストがかかり

ます。ですから、常設機関のほうがむしろ効率的であって、④のことは事実誤認だと思い

ます。その点から、これはぜひ考え直していただきたいということを申します。 

 それから、透明性を高めることについて、そのとおりだと書いておられます。これは⑦

です。アカウンタビリティーの向上の必要性は認識しますと書いておられます。ですから、

 

3



そのための方法はいろいろ考えられます。情報公開を推進することがまず考えられますが、

これはきのうの議論でもわかりましたように、すべてについて情報公開するわけにはいか

ないという部分がいろいろございました。例えば翻訳です。翻訳したものを審査の過程で

チェック、みている。それをすべて本当にオープンにしていいのだろうか。オープンにし

ろという声も出ましたけれどもね。だから、難しいものもあると思います。しかし、ここ

で第三者による審査諮問機関があれば、そこが確認してくれますから、オーディットのよ

うな感じです。ということで、その人選さえしっかりしていれば、社会は第三者がチェッ

クしているということを認識できるわけです。ですから、そういう意味では、むしろ情報

公開の推進だけでカバーできない部分をしっかり補完してくれると思いますので、そうい

う点が大変大きなメリットかと思います。 

 実際こういった考え方は行政は普通やっておりまして、行政の審議会もそうです。審議

会を設けるというのは行政の判断だけではなくて、ちゃんと専門家の意見を聞きましたよ

ということで進めるわけです。ただ、行政の審議会が批判されておりますのは人選が問題

なのです。つまり行政が選んでしまうから。だから、これを第三者性の高いところに選ん

でもらえば、これは話が随分変わってまいります。ということで、私は、JBICの場合そう

いう――これはあくまで専門性の高いところですから、ステークホルダーの集団に頼むわ

けではないですからね。そうすると、学会等を通じて頼めば、この目的を達成することは

できると思いますから、十分可能性はあるし、そして信用も得られると思います。そうい

うことで申し上げます。その結果として透明性が高まると思うのです。こういったことを

まず申し上げます。 

 そこで、これからの改訂ニーズという点でいいますと、環境審査をめぐる諸状況という

観点から、お手元に配付させていただいている資料を書きました。ごらんいただきたいと

思います。「新 JBIC/NEXIの環境社会配慮ガイドライン改定―アカウンタビリティの持て

るものとするには―」と書きました。８月７日付のものです。 

 ここに書きましたように、大切な点は、環境社会影響に対するセーフガードという点で

の説明責任をいかに果たすかということなのです。そのためには、情報公開と参加が基本

になります。具体的な仕組みとして、それが基本なのですが、さっき申し上げたように、

情報公開だけでは十分カバーできない部分は、外部第三者の専門家による審査諮問機関を

設置する。このようなことで進めてはいかがかということです。 

 審査会の必要性に関しましては、ここに書きました。おっしゃるように、確かに企業の
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支援が大変重要な使命ですから、そのことは私は何も否定しておりません。そのとおりだ

と思います。だから、問題は、環境社会の確認をきちんと行ったかどうかということを社

会が認識するための装置として審査会が必要だと申し上げております。 

  (1)から (4)まで書きましたが、１つはリスクの回避です。審査会を設けると迅速な対

応ができなくなるということ、これはそうではないです。適切な審査をすれば、いずれに

してもしかるべき時間はかかるのです。アドホックな助言を受ける機関をつくるというの

はそういう考え方で、現行のガイドラインも決めているわけですから、これを常設にした

ほうがもっと効率がいいだろうという意味でございます。 

 それから、２番目は、適切な審査の実施という意味では専門家です。JBICの中に十分な

数の専門家をそろえることができれば、これはよろしいのです。例えば IFCのようなとこ

ろはメンバーが大変多いです。あそこでは40人ほど、しかもドクターをもった専門家がた

くさんいるわけです。そういったメンバーがいれば、これはできます。しかし、 IFCの中

でも、ピアレビューミーティングということで審査会に相当するものをもっております。

ということで、そういう段取りはとっているわけです。だから、余分な時間がかかるわけ

ではないということを申し上げたいです。 

 ３番目、さっきいいましたけれども、迅速性は損なわないということです。むしろ効率

的です。ということを申し上げます。これはさっき申しましたので、繰り返しいいません

けれども、アドホックに専門家の意見を聞くということであれば、常設機関を設けたほう

がよろしいと思います。 

 それから、４番目は、何といってもその結果として、透明性を高めることができるとい

うことです。この審査会は、基本は原則公開でございますけれども、よくいわれます企業

情報、あるいは環境配慮上も余りオープンにしてはいけない情報もございます。例えば貴

重種などは密猟とかされては困りますからね。通常これは審査会をやっております。イン

カメラ処理ということで、その部分だけは審査会を、公開原則ですけれども、ある部分に

対して審議するときはクローズにしまして、その前後で説明するという格好をとります。

ですから、これは十分対応できます。たくさんの経験がございます。ということで、透明

性を高めることはできます。ということで、私はこういった点から、環境社会配慮の新し

い方法としてはこういったことで、透明性を高めるための新しいというか、進んだ工夫と

して、ぜひこれをお願いしたい。進んだと申し上げましたけれども、日本じゅうでは今、

これは常識でございまして、47都道府県の条例すべてアセスメントを行っておりますが、
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すべてが審査会をもっております。これは今の常識です。10年前は条例のアセスは４つし

かなかったですけれども、今は47、全部がもっているのです。だから、今は随分変わって

います。ということで、今ではこれは十分できることと思いますので、これをぜひお考え

いただきたいと思います。 

 あと、情報公開の推進と書きました。これはきのう議論がありまして、このことは申し

上げませんけれども、とにかく審査会はそのような意味で私はぜひ。改訂の必要性を認識

しなかったとここに書いておられますけれども、最初に申し上げた２つの点で事実誤認が

あると思いますので、改めてお考え直しいただきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、ただいまの原科先生のご説明、ご意見に関しまし

て、まずJBICから何かございますか。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 原科先生、コンプリヘンシブなご説明、ありがとうございます。原科先生のお考えにな

っていることは、ある意味といいますか、首尾一貫したお考えなのだろうと思っておりま

す。そのお考えそのものを私どもは否定するわけではありません。ポイントは、私ども J

BIC/NEXIの環境ガイドラインの中に先生がご提言されているような内容を入れるのが適当

なのかどうか、こういうことであると思っております。 

 まず、それを述べた上で、事実認識の点についてということで２点。これはどこまで本

質的なのかというところはあるのですけれども、いわば、この議論をすること自体がとい

う意味なのですが、事実認識への事実誤認というようにお話しをされているので、私とし

ては、ここは私どものポジションをお話しせざるを得ないと思っております。 

 ２つご指摘があって、まず私どものペーパーの７ページから８ページにかかる主要な検

討ポイントと認識の②に当たるところですけれども、私どもも、今回の常設の審査会とい

うものがキャパシティービルディングを行うためのものだとは思っておりません。私ども

の環境社会配慮確認、あるいは意思決定をする前であれば前の環境社会配慮確認に対して

の助言をいただくものだと思っています。②で申し上げたい点というのは、私どもの組織

のネーチャーの話をしておりまして、いわば、②のところでいっているのは、私どもはや
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はり日本企業さんのビジネスをサポートするということがなりわいでございまして、そう

すると、案件そのものの初期のステージから関与する場合と、むしろ後になって関与する

場合とあろうかと思うのですけれども、もちろんその両方あり得るのですが、結構後者の

場合が多いですよねと。むしろ民間銀行さんが先にビジネスを発掘されておられて、ある

いは競争という格好で、あるいは入札という格好で出られると。そのときにファイナンス

とか保険を求められるということなので、かなり後の段階に入ってから、私どもが関与す

るというケースが多い。そういったところで、仮に助言をいただいた内容というものがあ

ったとしても、必ずしも案件そのものに反映し切れない部分があるでしょう。という意味

で、実効性に欠けるのではないかという認識でございまして、助言がキャパシティービル

ディングにつながるとか、そういうことではございません。 

 それから、④のところ。こちらのほうの話ですけれども、もちろん先生のおっしゃる時

間コストというのはかけないやり方もあるし、すべての案件を審査会というものの対象に

するわけではないのだと。この話は正直、きょう初めてお伺いしたポイントだと思ってい

るのですけれども、仮にそうだとしても、私どもが懸念しておりますし、多分ビジネス界

の方々もご懸念されているところというのは、常設の、かつ事前――事後もあるのでしょ

うけれども――の審査会だと。これが入ってしまうということが、そもそもこのガイドラ

インというものを前提にビジネスをなさらんとしている日本企業さんにとって、競争上、

正直、著しく不利にみえるおそれがあると。それは、とりもなおさず、この仕組みがある

と、実際はどうかわからないにしても、知らない人にとってみれば時間がかかるよねと。

まだ私どもも、こういうことをやった経験があるわけではないので、本当に時間が短縮で

きるのかどうかもわかりませんし、それから逆にいえば、時間がかかると思ってしまう部

分は否定できないと思うのです。ましてや、ビジネス界の方々がこのガイドラインを使う、

あるいはもっというとプロジェクトのパートナーもこれを使うというところがあって、こ

こは他の ECAだけをみるつもりはありませんけれども、他の ECAで入っているのがない中、

あるいは常設の第三者ということでは、そういう仕組みというのは、私が知っている限り

国際機関にもないと思っておりまして、こういう格好の審査会というのはないと思ってお

りまして、その上で、私どもはさらに国際機関と違うネーチャーをもっているわけで、や

はり日本企業さんのビジネスサポートということを考えたときに、競争上、不利に働くだ

ろうし、あるいは少なくとも著しく不利にみえてしまうというところがどうしても越えら

れない壁なのだろうと思っているところであります。 
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 改訂ニーズというところで、このペーパーに沿ってご説明いただきました。とりあえず、

逐一ということではないかもしれません。この後、また議論が深まってくればということ

かもしれませんが、例えば (1)のリスクの回避とおっしゃっているところで、これはきつ

いなという感じの表現があるのかなと思っていまして、「適切な審査をせずに判断を下し

た場合のリスクを考えなければならない」と。いわば、これが前提となっているかのよう

にみられてしまっているようなところが……。いわば、この審査会がないと、適切な審査

をしないのだのような感じに映ってしまうことが、私どもとしては本意ではないなと思っ

ております。 

 それから、 (2)の適切な審査の実施。私ども、確かに全般的な人数は少ないということ

ではありますけれども、私どものほうで今まで審査能力に限界がありますと申し上げたこ

とはありません。ショートスタッフながら、一生懸命歯を食いしばってやってきていて、

そこの点に関しては、私ども、ご批判を受けているとは思いません。かつ、本当に専門的

なものになれば、審査会というものではないにしても、第三者ということでコンサルタン

トを初めとする専門家の方をリテインして、環境社会配慮の確認を行っているということ

もやっております。そういったことから、幾つかのご批判については、あるいはご指摘に

ついては当たらないのだろうなと思っておりますし、そもそも論として先ほど申し上げま

したように、最も大きなところは、常設の審査会というものをビルトインし、ガイドライ

ンで規定するということのビジネスへのネガティブインパクト、これがやはり著しいもの

があるというところが決定的な要因ではないかと思っております。 

 以上です。ほかの方々もご意見があろうかと思いますので、ぜひいろいろな意見を出し

ていただければと存じます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、まず藤井さん、お願いできますか。 

 

【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 意見を述べる前に、そんなくどくどはいいませんけれども、これを取り上げる、ちょっ

とルールと違うなという釈然としないものがあって、この問題だけ特別に扱われるのは非

常に釈然としないということだけは最初に一言だけどうしても述べたいので、いっておき

ます。 
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 私の意見なのですけれども、私は、原科先生のペーパーも読ませていただきました。一

番最初に、先ほど藤平さんも、JBICが適切な審査をしないというようなことを前提に書い

てありますねというようなことをいいましたけれども、我々も同じようなことを思ってお

ります。例えば、どうしても環境社会リスクを生じてまで政府はやるのかとか、あくまで

も我々輸出者なり事業者が必ず環境リスクを冒すのだという前提でいっているのは、我々

にとっては非常に心外であると思っています。 

 それから、同時に、民間金融機関に任せればいいのだといったようなことも書いてあり

ますが、民間金融機関に任せればいいのだというけれども、原科先生は保証していただけ

るのですか。まずこういったことも述べさせていただきたいと思います。 

 それから、あと、リスクの回避とか、適切な審査の実施、迅速性について、これだから

アカウンタビリティーというのは、どうも私は論理的に結びついているとは思いません。

なぜならば、例えば先ほどもありましたけれども、スタッフが IFCは多いからいいのだと。

内部審査をやっているのだ、だからアカウンタビリティーがあるのだと。だけれども、JB

ICは人が少ないからだめだというようなこの論理も、だからアカウンタビリティーとどこ

がつながるのかというのがよくわかりません。 

 それから、コストの問題ですけれども、現行、当方のほうで、通常の環境審査というの

は大体２、３ヵ月ぐらいを前提にやっているのですが、現実に、やはり物によっては半年、

あるいはそれ以上かかっているものがあります。そういう中で、さらにプラス、ここに第

三者の審査会を入れて、どうやってこれ……。やはりプラスのプロセスが始まるので、そ

うしますと当然、 JBIC/NEXIの方々はそのための資料をつくり、そのためのいろいろなあ

れをやって、どうしても今以上に時間がかかってしまうなと。そして、これをお客さんの

ほうにどうやって説明するのだろうというので非常に困ります。 

 それから、同時に、審査会のメンバーの選び方が問題だと。例えば学会の方とかそうい

う方、どういった方がいいのか私もよくわかりませんが、いろいろ個別の案件では、例え

ばアフリカのガボンにおける肥料プラントがありましたと。一方こっちにはロシアにおけ

るガス関連のプロジェクトがありましたと。こういうのを同時にやっていけるのですか。

やはりそういうのが難しいものは、今のシステムの中で個別のケース・バイ・ケースで委

員会をつくって、専門家で協議していく、検討していくというプロセスがあるので、メカ

ニズムがあるので、それはそちらでもう十分ではないかと思っています。 

 また、プラス、異議申し立てという制度もありますし、それからステークホルダーの方
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々からいろいろ何かいってくるという状況もあるので、透明性、アカウンタビリティーと

いうのはちゃんと保たれているのではないかと思っております。 

 ほかにもいろいろあるのですけれども、とりあえず以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 恐らく多くの方が意見を申したいというところではありますが、その一方で、わざわざ

ここでお時間をとりました唯一の理由は、原科さんが１時間で帰るというので冒頭にした

ことに、済みません、別に優先順位ではないので、そのために。皆さんにもお考えがある

ように、原科さんにもお気持ち、信念、感情というところで、かたいご意見を場を曲げて

述べられているわけですから、私は、そうした部分は捨象しまして、具体的な論拠につい

て質問します。事実誤認云々のところは、これ以上いっても始まらないところですから、

ご提案の中で２点質問させていただきます。 

 まず１つは、都道府県47、48、49ですか、ちょっと知りませんけれども、すべてでやっ

ていますと。あるいはJICA、 JETRO、３Ｊで次はJBICという冗談もあるわけですけれども、

そうした中で違いを申したい。それは、事業者のオーナーシップの問題ではないか。すな

わち、都道府県。これは、その事業をやっているのはだれか。都道府県、自治体でござい

ます。都道府県ではなくてもいいわけです。自治体が皆様の税金に基づいてやっていると

いう、まさに公的な事業であって、タックスペイヤーを代弁する形で入っている。原科先

生、まさにおっしゃったとおり、オーディターの役割ではないはずですけれども、そのよ

うなものも担っているから入れるのだと。単なる技術的な助言であるならば、コンサルタ

ントの方でも結構ですし、私どもも自負がありますし、都道府県にだって技術の力はあり

ます。別に学者だけがそういうものをもっているわけではないというのは、むしろ世間の

常識ではないでしょうか。 

 そして、JICAさん、 JETROさん。これは何ですか。JICAさんの場合には間違いがありま

せんけれども、FS、借款をやっているときではないのです。事前に当該国の中で行ってい

る事業ですから、これはまさに税金。オーナーシップは日本国に――正しくは当該国に引

き渡していますけれども、日本国の事業としてやっているから審査をしていると。では、
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私ども新 JBIC/NEXI、いかがでしょうか。形上は私どもが融資、保険付保をしますから、

オーナーシップがないわけではありませんけれども、事業の主体は海外の事業者さんであ

りますし、お客様は別の方。まさに民間の方が個人でやられているものに起因しますと。

そこのところにオーディットの意味は。果たして、私たちがそれをいえるのでしょうか。

どうなのでしょうか。審査の手法というところといっているのですけれども、JICAさんな

どの助言というものは一通り読ませていただきましたが、まさに宮大工の世界なのです。

税金でやっているから、よりよいものを海外に渡したいから、これもやったら、あれもや

ったらと。もう皆さん、わかりますよね。これもやったら、あれもやったらとすばらしい

助言です。 ODAということで、お金をかけられます。でも、皆様のものは劣っているわけ

ではないのだと。社会リスクを生じてまでということはないのだと。ガイドラインで規定

していることはちゃんとやっているのだと。私はそうであると信用しています。 

 そうした中において、タイムとコストは企業の命です。税金とは違うのです。税金だっ

てそうしてほしいけれども、できていないからオーディターが入っている。そこの違いの

中において何をしようとしているのでしょうか。なぜその事業のことをすべて理解してい

ない、ある一部分だけの意見を、その人たち、つまりお客様や事業者が入れないところで

決まっていくというプロセス、これは本当に透明性なのでしょうか。私は、そこのオーナ

ーシップの違いのところを踏まえた発言であるのか、そこは書かれていないと。この点は

まず申し上げたい。 

 それに付随して申し上げるならば、公開の原則です。 (4)のところで公開は書いてあり

ます。これはどうなのだろうか。JICAの案件、公共事業、すべて公開されています。○○

国、○○案件、○○県、○○ダムをつくる、○○橋をつくる、これはすべて知っているこ

とです。公開されている、名前までみんなわかっているものだから議事が公開できる。し

かし、どうでしょうか。レビューを行っている案件というのは、お客様、受注できるかど

うかもわかっていない段階ですよね。融資がつくかどうかもわからない。商業上、非常に

不安定な状態です。ですから、私どもは、この事業が特定されないように、最大限の公開

を行いながらも商業上の配慮を行うとまさに書いてあるのに、ここで公開してしまったら

どうなのでしょうか。インカメラといっていますけれども、随所随所、何ページにも及ぶ

議事録が出たら、必ず特定できます。少なくとも、同業他社は特定できます。そこの点は

どうご配慮されるのかということです。１つ目はオーナーシップと公開の問題ということ

です。まず、オーナーシップの観点から考えていただきたい。 
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 そして、もう一点は、やはり皆様、多くのところをいっているのですけれども、官尊民

卑という言葉があります。ちょっと私、口が悪いから、あえて申しますが、どうも原科さ

んのご意見を聞いていると、学尊官卑、学尊民卑というところが感じられる。なぜ学会に

頼まなくてはいけないのか、なぜ私どもが選んではおかしいのか、なぜ国が選んだのは間

違いの説明なのかと。そこのところは全くわかりません。学者の方の中に何人、実業のと

ころに身を置いた方がいらっしゃるのか。他方で、民の方はどれだけアカデミックなのか。

官の方はどれだけ民のことを知っているのか。一つ一つ足りないところを補っていくのだ

と。そういう場において、私たちはさまざまな立場、１つの実務者の立場として無知では

ない。ある面では私たちは知っているのだと。これはいいたい。学会の方が結果として選

ばれる場合はあるでしょうけれども、なぜメンバーすべての選定を学会に頼まなければい

けないのか。ここは全くわかりません。ちなみに学会というのは、事実誤認でしたらごめ

んなさい。任意でつくれます。国のギャランティーとかがなくてもつくれます。私のおじ

さんの友達、日本 UFO学会の……（笑声）、これも学会です。原科先生の立派な学会とは

違いますけれども。この中において、お客様の命を制するところの諮問会というものが仮

に入った場合に、私たちはメンバーの選定まで学会にゆだねていいのでしょうか。むしろ、

 JBIC/NEXI、ちゃんとしてくれよとお客様は望むのではないでしょうか。 

 この２点です。ここのところが、一通り質問が出てからお伺いしたいところです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。一通り質問が出てからでよろしいわけですね。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 はい。 

 

【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 稲川さん、ご指摘のとおり、どなたも得意分野と得意ではない分野と、知っていること

と知らないことがあるのです。それはこうした議論の前提だと私は思っております。その
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上で、私がこの点に関して改めて何かいえることというのは非常に少ないと思っています。

ただ、一応、改めて本論点を考えてみて、私たちが何を主張し損ねたかなということを考

えてみたときに、これはどうやっていうのかが非常に難しいなと思っているのですが、や

はり JBIC/NEXIさんが現在行っている環境レビューというもの、それからモニタリングと

いうものに関連することなのかなと思っております。もちろん非常に少ないながらしっか

りやられていると。誇りをもってやられていると。その結果に関しても真剣に開示、公開

を通じてアカウンタビリティーを確保されているということは私も重々身にしみて存じて

おります。 

 それからまた、時によって外部のコンサルタントの方を雇用されている。それで、しっ

かりした環境レビューを行っている。ただ、なおかつ、やはり内部でやる審査というもの

は限界があると私は思っております。例えば外部コンサルタントを雇用される。それで外

部の視点を確保されているのだというように聞こえたのですが、機能させるためには、や

はりそのコンサルタントの方や雇われる側がどなたかによって、ケース・バイ・ケースで

いろいろなことが生じ得るのかなと思っております。 

 確かに、 JBIC/NEXIさんは多くの大型案件をこれまでレビューされてきて、独特の審査

手法もあるのだろうと思っています。ただ、仮に問題点があったときに、その問題点を本

当に吸い上げられることがいつも可能なのかということを――可能なのだとお考えなのは

よくわかっているのですが、常にそれを問いかけていく必要はあるのかなと思っています。 

 であるから、この審査会の問題は、やはりほかの論点とも若干関係してくることでござ

いまして、もちろん論理の飛躍があるというようにおっしゃられて、私もそうだなと思っ

ていた部分はあるのですが、要は環境レビューの結果の公開、あるいはモニタリングとい

うようなもので、ここら辺は総合的に確保されていくのかなと考えているところです。審

査会の導入に当たって JBIC/NEXIさんが負っているマンデート、限界とか、そういうもの

で非常に難しいのだということはよく理解しておりますが、そこら辺もあわせて、ぜひ柔

軟に考えていただければと考えております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 
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【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 今、藤井さんとかいろいろな方もおっしゃっていたので、重複する部分は除いて、非常

に重要な問題をはらんでいるのではないかと思いますので、一言申し上げたいと思うので

すけれども、先ほど原科先生が14の主要なポイントの３の②と③は関係ないのだというよ

うな、あるいは事実誤認だということをいっていましたが、それこそ大きな間違いだと思

います。関係ないことはないと思います。 

 というのは、現実にこういったことがどうして国際競争力の中で障害になっていくかと

いうことを簡単に申し上げたいと思うのですけれども、藤平さんにも今おっしゃっていた

だいたのです。こういうものがあることによって、我々企業としてはいろいろな競争の中

で戦ってきているわけですが、 ECAを背景にいろいろな国と受注競争を繰り広げて、勝っ

たり負けたりしてきていますけれども、現実に起きているのは、背景にした ECAの機関の

ガイドラインなり条件によって、最終的に負けたことがあるのです。特に我々、実際、負

けたケースもあるのですが、こういうものがあることによって、かなり障害になると。そ

のようにみえると。先ほど藤平さんもおっしゃっていましたけれども、現実にあるのです。

そういったことが起きた場合、この審査会を強力に必要とすることによって競争力を損な

うということは関係ないといえるかどうか。それは責任をもっていえるかどうか。その辺

を問いただしたい。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。長田さん、どうぞ。 

 

【日本プラント協会 長田さん】 

 ２種類に分けて。まず必要性ですけれども、JICAさんみたいな援助機関、JICAさんの例

では要請段階から審査会というのは関与されていると。支援の是非、要するにJICAさんと

しての方針みたいな基本的なところです。それに対しての是非について答申を出されたり、

そのほか、案件についてのアドバイスもされているということですけれども、JBICさん、

NEXIさんの場合には、先ほどお話にあったように、前段階がないということになりますと、

個別の案件についてのアドバイス、助言、もしくはガイドラインどおりにやっているかと

いうことになりますと、ガイドラインどおりにやっているかどうかというのは、先ほどの
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お話にも一部ありましたが、異議申し立てですとか、別の審査――ごめんなさい、名前を

忘れました。そういう機関も置いてあります。では、個別の審査についての助言というこ

とになりますと、既にJBICさん、NEXIさん自身がやっていることと同じ内容をさらにやる

必要があるのかどうか。では、そういうことが実際にできる能力のある人たちというのは、

常設であり得るのかどうか。そこら辺は疑問に思います。 

 もう１つ。時間との関係ですけれども、審査会を置いた場合、そんなに時間がかからな

いのではないかと思われるかもしれませんが、実際のプロジェクト、建設に入った場合、

場合によっては、１日短ければ例えば報奨金が出る。１週間、２週間という単位で短くし

た場合には表彰状まで出る。プロジェクトは、そういう世界なのです。その中で、例えば

審査会を置くのに１週間または２週間かかりました、審議が出るまでにまた何日かかりま

したというのは、実は余りかかっていないように感じられるかもしれませんけれども、そ

このおくれというのは非常に大きいことをご理解いただければと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。新開さん、どうぞ。 

 

【日本プラント協会 新開さん】 

 個別案件についての審査というのは、やはり実施機関であるNEXIさん及びJBICに任せる

というのが基本だと思うのです。環境配慮についての大きな枠組みを決める場合に、第三

者の意見だとか、有識者のご意見を伺って、まさにここで環境ガイドラインの改訂をやろ

うとしているわけなのだけれども、そういう大きな枠組みをつくる場合には、外部の方の

ご意見をお伺いしてつくっていけばいいのだが、一たんそれができ上がったら、それの運

用、管理、実施は、実際にその案件を処理される機関にお任せするというのが基本だと思

うのです。ただ、それを実施する場合に、先生がおっしゃったように、専門性ということ

は確かにある場合があると思うのですけれども、それは今までやっているとおり、常設の

機関を設けるまでもなく、アドホックにやっていけばいい。そのほうが時間がかかるとお

っしゃいますけれども、それはやり方次第で、アドホックにやったほうが早い場合だって

あり得ると思います。 

 それから、政府の審議会と同じだとおっしゃるのだけれども、政府の審議会というのは、
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やはり大きな枠組みをつくるとか変えるとか、そういうときに審議会であって、個別の個

々の案件についてどうだこうだということは実際の各省なりに任される話だと思いますし、

ちょっと違うのではないかと思います。 

 それから、都道府県で審査会があるのだという話も、これはさっきおっしゃいましたか

ら申し上げませんけれども、それも本件の場合とはちょっと違うのではないかと。 

 それで、いろいろ問題があれば、実施状況調査ということを前にJBICから報告していた

だきましたけれども、実施状況報告だったかな。過去のやり方についてです。例えばそう

いうことだってあるし、そういうところでやっていただいて、それについていろいろ外部

の方がチェックされるということはできるわけだし、一つ一つ進んでいる案件を一々、通

常そういうことを審査会でやるというのは、ちょっと実情に合わないと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。では、清水さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 清水さん】 

 今のJBICさん、NEXIさん、それから産業界の方のお話を伺っていくにつれ、前からわか

っていたことではあったにせよ、非常に難しいなと思っています。一方、今、とはいって

も、審査会の設置ということについて、それなりの意義がある部分もあると考えておりま

すので、何点か申し上げたいと思います。 

 まず、コストと時間のことについては、審査会のやり方によって何とかなる問題なのだ

ろうなと思います。一方で、産業界の方がいっていらっしゃるように、要するに、これを

つくることによって著しく不利になるようにみえるということに関しては、いかんともし

がたい部分があるなと思います。 

 最初に藤平さんがおっしゃった、プロジェクトの初期のときに ECAとして関与する場合

もあるし、後のほうになって関与する場合もあり、さらに最後のほうで関与する場合が多

いというようなご指摘がございましたけれども、これは、事業の初期の段階であるときは

あるときでそれなりの、要するに例えば立地ですとか、線形のものであればルート変更で

すとか、そういう助言が可能になると思いますし、後のほうに関与した場合は後のほうに

関与したときに、細かい話になってしまいますが、今与えられた条件の中でどのようにや
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ったら環境社会影響というものが回避、最小化、軽減されるのかというような助言もある

かと思いますので、これは恐らく、後のほうの関与か、最初のほうの関与かということに

よって実効性につながらないということにはならなくて、むしろ助言の内容が変わってく

るというだけの話なのかなと思います。 

 それから、やはり審査会を設けるというのは、JBICさんとNEXIさんもしっかりした審査

をやっていらっしゃるし、今回のガイドラインの改訂でも透明性、アカウンタビリティー

を高められていくというような姿勢は、私も大変感銘を受けているところですし、そうい

う姿勢はこのコンサルテーション会合を通じて本当に感じてきたことではあるのですけれ

ども、立場の問題。立場を考えてみると、やはりJBICさん、NEXIさんは事業を支援しよう

という使命をおもちで、その使命に基づいて審査をされていらっしゃるわけなので、マイ

ンドの問題として、どのようにしたら支援できるかというようなマインドでやっていらっ

しゃると思いますので、果たして第三者からみた客観的な判断というものが――客観的っ

て客観性。完璧な客観性はないと思いますけれども、一方で、そのような立場に立って審

査をするということが、環境社会面で難しい場合もあるかもしれないと思います。一方で、

例えば審査会を設けた場合、第三者がみるというのは、異なる立場の人がみるのであって、

それはそれなりに意味があることなのかと思いました。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。では、原科先生、お願いします。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 産業界の方から随分たくさんの反論が出まして、大変うれしく思います。ちょっと誤解

があるような感じもしますので、若干申し上げます。これは、環境社会配慮の確認、アセ

スメント、文書をみてJBICが審査しますから、その審査に対するサポートなので、だから

審査諮問機関なのです。ですから、タイミングは案件形成の前でも後でも、いろいろな段

階であります。通常アセスの審査というのは、方法書段階とか準備書段階、それから評価

書段階、それぞれあります。だから、そういう意味ではいろいろな段階があり得ますから、

案件形成の後だからこれは違うのだとおっしゃるのですが、それは趣旨が違うのです。そ

の意味で私は申し上げました。 
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 ということで、大切なことは２番目。さっき藤平さんがおっしゃったように、こういう

のを設けると時間がかかると認識される。表から思われる。それは企業の方がすごく心配

されるということです。不利になると。全然違う観点です。同じような状況がありまして、

つまり、内部審査だけで進めると、きちんと審査したかわからないから、その辺で適切な

審査が行えたかという逆の見方が今度されるのです。だから、そういう意味では、審査会

をしっかり設けることによって、第三者、外部の専門家がチェックすることによって、こ

れがきちんと担保される。だから、そういう意味では、表からの見方、そっちのほうが変

わってくるのです。私はそういう意味で、まさにセーフガードにつながると思うので、申

し上げたのです。 

 それで、審査会の必要性と。私、ちょっと書き方がきつかったので、企業の方々が随分

反発されたので、私もこの表現はうまくなかったなと思います。しかし、民間金融機関と

いうのは立派にイクエイターバンクスというところです。きのうも随分議論いたしました

けれども、環境社会をしっかりやるようになっているでしょう。その基準に合わせような

どという議論もきのうしました。ですから、そうすると、民間の金融機関との差別化はど

こにあるのか。政府が支援する新JBICです。そのときに、内部審査だけで終わるのだった

ら同じなのです。だから、パブリックを標榜する金融機関であれば、その意味で透明性を

高める。それがアカウンタビリティーだという意味なのです。それで申し上げたのです。

私はむしろJBICが、国民にこれは必要だと思ってもらうために必要なことと思っていって

いるので、応援団的な立場からいっているのです。 

 それから、リスクの回避と。表現が悪かったかもしれませんが、適切な審査をせずに判

断を下した場合のということです。それができなかった場合に大変なことになりますよと

いう意味なのです。例えばサハリン２ではそのようなことが起こったでしょう。随分時間

がかかりましたよね。コストが。あれは早い段階からオープンにして、専門家が早く関与

してやれば――これは現場の方がそうおっしゃっているのだから。大分コストがかかり過

ぎてしまった。もっと早くやればコストが減ったはずだといっておられました。そういう

ことがあるので、リスクの回避。そういう意味なのです。ですから、私はJBICのために、

これはきっとプラスになると思って申し上げています。 

 私がこういうことをいうと、そのときはみんなびっくりして、えっと思いますけれども、

その証拠をもってきました。環境万博、朝日新聞。これを読んでください。これは私が批

判した2000年の、８年半前です。結果的に、私がここに書いたとおりになりました。その

 

18



結果、万博では大きな利益を上げています。この万博は、最初は里山を破壊してつくる予

定だったのです。アセスをやったおかげで、それをやめたのです。万博で里山を守ったの

で、この万博は評判が上がりました。たくさんお客さんが来たのです。環境負荷を減らす

ために、私は 2,500万人の予定を 1,500万人に規模を下げるように書きました。結果、そ

うやったのです。万博協会は 1,500万人に減らしました。そうすると、コストが減りまし

た。ところが、人気があったので 2,200万人集まったのです。コストが減って、パフォー

マンスが高いから、当然利益が上がりますね。おかげで万博は、何と万博を記念した基金

までできてしまったのです。だから、環境配慮をしっかりやれば、結果的にいい成果が生

まれるのです。サハリン２は、まさにそう思います。早い段階でやっていれば、これは明

らかにコストが削減できたのです。ということで、私はむしろ応援団的な感覚で申し上げ

ています。 

 それから、事実誤認。先ほど稲川さんがおっしゃった都道府県の審査会、事業。これは

公共事業だけではなくて民間事業をたくさん対象にしています。すべての審査会、そうで

す。ですから、これは誤解のないようにしてください。だから、１番目のポイントは全く

違うことなのです。 

 官尊民卑とおっしゃった、あるいは学尊民卑かな、これは全然観点が違いまして、これ

はあくまでも審査という、科学的で客観的な判断をすることのサポートですから、学会が

いいでしょうといったのです。だから、最初、環境省もいった。環境省、あるいは学会と

いうことでね。環境省でもいいかもしれません。しかし、学会は、それのためにはもっと

いいでしょうといった。しかも、学会の場合には、日本学術会議と申し上げたように、稲

川さんがおっしゃったことで、そんな変な学会では困りますから、ちゃんとした学会とい

えば、日本学術会議とかそういうのを通じて頼めば、きちんとした人に頼むでしょうと申

し上げたので、これもまさに審査の透明性を高めるための工夫として申し上げたわけでご

ざいます。ですから、皆さんが批判されたことは、一部違う認識というか、間違ったこと

をもとにおっしゃったと思うのです。 

 それから、私は時間がかかってもいいなどということを申しておりません。３の②、③

は関係ないといったとおっしゃったが、私はそんなことをいっておりません。②、③は助

言とかそういう意味合いが、審査という、その確認に対するサポートだということで意味

が違うのだと申し上げたので、そのために時間がかかってはいけない、そのとおりです。

ですから、私は時間がかからない、さっき清水さんがおっしゃったと思いますけれども、
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工夫によってこれができると。しかも、すべてに対して審査会でやるということは普通や

っていません。JICAの場合はＡ案件ですよね。ですから、本当に問題が起こるものに関し

ては審査会できちっとやりましょうと。それ以外は当然、現場の方がほとんどやられるわ

けです。数でいったら、ほんの一部です。だから、そういうプロセスをよく考えていただ

きたいと思います。 

 それから、審査会で通常やることは、専門家が足りない場合は、その部分はアドホック

にもちろん追加します。そういうことで対応していますから、どなたかがおっしゃったよ

うに、そういう専門家がいないことがあるだろうと。そのとおりなのです。だから、その

場合にはその方に臨時委員になってもらいますか。これをやっております。だから、通常

日本で行っている審査会の方法で十分やれるということなのです。日本の都道府県は、民

間事業の審査の経験が随分ございます。だから、そういう問題はもう既に対応できている

ということを申し上げたいと思います。 

 それから、審議会のことを申し上げたのは、おっしゃったように枠組みづくりと違いま

すから、審議会、通常はそうです。ただ、中の審議会という表現ではなくて、特別にある

案件ごとにこういう格好で審査諮問を頼むことはいっぱいあります。そういう意味で、例

えば審議会のように、いいたいことは、意思決定を下す人が、その意思決定に対するサポ

ートをしてもらうために第三者的にやってもらう例がいっぱいありますよと申し上げまし

た。ということで、私は、新JBICが社会から、なるほど、きちんとした審査をやっている

ということをみてもらうためにも、こういう第三者性の高い機関を設けると大変いいと思

います。 

 それから、他の機関が、バイの機関がやっていないとおっしゃったのですけれども、OP

ICではそれに近いものをもっているというような話も最近ちょっと聞いたことがあります。

これは調べなければいけないですけれども、そんなことで少し変わってきたと思います。 

 それから、ほかの国は、特にJBICは大変大きな影響力がありまして、国際的にも第２世

銀といわれるぐらいの大変大きい影響力があるわけです。だから、そういう機関の場合に

は大きな案件を扱うので、特段の配慮が必要な案件がふえてくるのです。ほかはそれほど

大きな金額ではないから、そういうものはもともと少ないのです。だから、その必要性が

低いわけです。JBICは違うのです。だから、 ADBとか世銀並みのことを考えなければいか

んと。 ADBや世銀は国際機関ですから、その中で、お互いの緊張関係のもとである部分透

明性が確保されるのです。ですから、バイの機関で、しかも大きな影響があるから、JBIC
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は新しい工夫が必要だろうと思って、このことを申し上げました。 

 だから、私は時間が幾らかかってもいいなどと全然思っていません。環境アセスメント

研究家ですから。いかにしてそれを効率的に行うかです。そのことによって、よい計画に

したいのです。ここにもってまいりましたこの記事は、まさに環境万博。ここで私がいっ

たとおりのことが、２、３年したらそのとおりになりました。結果として、大きな利益を

得たのです。だから、そういった経験からいいましても、私はJBICの将来にとって、これ

はいいことになると思うので申し上げたのです。つまり、環境審査の新しい流れです。そ

のことがJBICの国際的信用を高める。そして、そのことが日本の、むしろ世界を一歩リー

ドするいいチャンスだと私は思ったので申し上げたわけでございます。 

 予定時間が来てしまったので、かなり際どくなってまいりましたけれども、産業界の方

のおっしゃったことで、私は時間は関係ないなどと全然思っていません。できるだけ効率

的に進めたいと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【宮渕さん】 

 清水さんのお話、それから原科先生のお話をいろいろお聞きしまして、やはり結果責任

をとる立場の人と、そうでない人の立場が全然違うなということがよくわかりました。JB

ICさん、NEXIさんは、結局、審査会を通じたり、あるいはコンサルタントにいろいろ頼ん

だとしても、最終的にそこから出てきたアウトプットをみずからの責任において確認して、

みずからの立場で判断して、行動をとられる。そういう結果責任をとる立場にあると私は

思っております。ですから、そういった意味で、 NGOとかコンサルタントとか、それから

原科先生というのは、あくまでも結果責任をとらない人の立場です。ですから、そういう

意味で、先ほどいいましたように、時間がかかるのはしようがないのです。結果責任をと

るために審議会をつくったとすれば、それの準備とその結果の検証のためにJBICさん、NE

XIさんはやらなければならない。そういう世の中の仕組みなのです。ですから、それは多

分、 NGOの方も余り理解されていなかったのですけれども、ぜひ理解していただきたい。

世の中はそのように結果責任の円環でできているわけですから、そのあたりをよく考えて

いただきたいと思います。 
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 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 原科先生、時間がなさそうなので、ちょっと申し上げたいのですけれども、先ほどいっ

た、国際競争力の中で我々は戦っていると。こういうことがあることによって負けてしま

うことが現実にあるのです。その辺についてはお答えがないと思うのです。理想論として、

JBICさんが ADBや世銀並みにやってほしいと。ほしいというのはわかるのですが、現実に

こういうことがあることによって、我々はいろいろな競争の中で負けている。実際、起き

ているのです。それを原科先生は責任をとれるのですか。それだけです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。済みません。その前に、私のほうが先に時間がなくなってし

まいましたので、私はここで一度中座させていただきます。引き続き三村がやりますので。

原科先生、どうぞ。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 今、最後に、結果責任とかいろいろおっしゃったのは大変大事なことだと思いますけれ

ども、そういうことをおっしゃいますと、ガイドラインはないほうがいいことになってし

まいませんか。現在で困って、負けてしまうとおっしゃるのだったら、ガイドラインはな

いほうがいいというぐらいにお考えなのでしょうか。ですから、そうすると、政府が金融

支援をする意味合いがどこにあるかという国民に対する説明責任が本当に果たせなくなっ

てしまうと思います。環境社会配慮ガイドラインをつくるというもとのセーフガードポリ

シーとか、そういう根本のところに戻ってしまうのではないですか。こういうことになっ

たら迷惑だとおっしゃるのだったら。それは大分違うと思うのです。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 迷惑なんて…… 
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【東京工業大学 原科さん】 

 いや、今、そうおっしゃったでしょう。こういうことがあるから負けてしまうとおっし

ゃった。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 いや、だから、それに対してどう思うか…… 

 

【司会】 

 済みません、恐れ入ります。司会がかわりまして三村でございます。マイクを使ってお

願いしたいと思っておりますので、よろしいでしょうか。どうぞ。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 では、ガイドラインがなくていいかと。そういう議論は単なるすりかえですよね。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 いや、すりかえではなくて。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 いやいや、そういっているわけではないのです。だから、現実にそういう競争の中で我

々は戦ってきたと。そういう現実の問題をいったときに、では、これがあることによって

――これを強力に必要としたとします。できてしまったと。いつも負けてしまったと。そ

れに対して、負けてどうぞということですかということです。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 いや、それはそうではないです。私は負けないと思うからいっている。 

 

【エンジニアリング振興協会 根本さん】 

 だから、ガイドラインがなくていいのかというのと同じことです。 
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【司会】 

 では、JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 議論が白熱しておりまして、ただ、ちょっと本質から横にそれてしまったようなところ

があります。それから、ご承知のとおり、時間のあれがないわけではないですし、実際に

今ディベートされている方の中にも時間的な制約がある方もいらっしゃるということで、

もちろん先ほどの結果責任というのは、まさしくそのとおりでありまして、改めて身を引

き締めて事に当たらなければいけないなと思っているわけでございます。これはやはり J

BIC/NEXIの環境ガイドラインの改訂という話でございますので、皆様方のご意見を伺った

上で、私どもが最後は責任をもって判断するのだろうと。これは何度も申し上げているこ

とであります。 

 それを申し上げた上で、きょう、いろいろな議論をいただきましたが、やはり私が最初

に申し上げた、ここが一番大きなポイントなのですというところについて、すなわち、事

前の審査会というものを正面切ってガイドラインに規定してしまうという点について、ア

カウンタビリティーだけではなく、そのことに伴う競争上のネガティブインパクトを越え

られるような議論は、私は認めることができませんでした。視点を変えればいいよねとい

う議論はありましたが、そもそもそれは論理が、あるいは議論の展開が逆。審査会を設け

た上で時間がかからないやり方はあるとか、それは設けるということが前提となっての話

であります。それのほかにもありますけれども、もともとガイドラインに規定するかしな

いか、それができるのかどうか、実効性があるのか、必要性があるのか、それを私どもは

審議しているのであって、基本的には、これは入れれば改訂ということになるわけですか

ら、改訂の提言をする、あるいはご意見をいわれる方に、私どもがここが要はボトムライ

ンというか、越えられない壁であるといっているところに対して、それを越えるような議

論を展開していただかないと、改訂ということにはならないだろうと思っています。繰り

返しますけれども、私が今聞いている限りにおいては、そのような議論はなされなかった

と思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。JBICからこのような提案というか、意見がありましたけれど
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も、ほかにご意見ございますでしょうか。原科先生、どうぞ。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 私も時間がなくなりましたので、そろそろ。一言だけ申し上げさせていただきます。で

すから、私の考えは、競争にネガティブインパクトがあるとみる立場なのか、私はこれは

効率的にできると思いますので、ネガティブインパクトはないと思っています。むしろプ

ラスが大きいという考え方です。ですから、今、藤平さんがおっしゃったように、ネガテ

ィブインパクトが強ければ、これはそういうことはできないのでしょう。私は、それは今

までの経験とか方法を適用すれば十分いけると。その意味で、あたかもすべてを審査する

ような誤解を与えていますから、そうではないということを申し上げたのです。そうする

と、実際に今やっているものとそんなに変わらない。むしろ効率的になるということで申

し上げました。というところです。 

 それから、最後に、結果に対してやはり責任はおっしゃるとおりなので、その意味から

も効率的にいけるという判断をしているので、このことを提案したわけでございます。そ

れがどういう判断かそれぞれありますけれども、私はそう思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。稲川さん、お願いします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 私どものほうとしても、最終的な認識を示して閉じたいと思いますので、１点。私から

は質問の中で、議事の公開というところが非常に難しいのではないかと。インカメラ方式

でも難しいのではないかと申し上げて、そこは具体的なご回答がありませんでしたが、こ

ういうことでございます。 

 本件の提案は大きく２つということで、１つは透明性。透明性を拡充することは必要だ

ということに異議はありません。その一方で、技術的なアドバイスができるということで

ありますが、これはガイドラインに書くことではありませんし、現在も私どもはできてい

ると思いますので、ここにおいては、仮にアドホックに、必要なときは学術振興会にお伺

いしてお借りするということはガイドラインに書くことではない。したがって、ここでは

透明性という問題に絞られる。しかしながら、ここにパラドックスがある。透明性を追求
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するならば、手段としては当然、情報公開と同様に、その結果が公開されることが最大の

ポイントであります。しかしながら、これだけ多くのお客様からの懸念を考えると、払拭

できない限りは公開は難しい。したがって、第三者の方が入っても、結果が公開されない

のであれば透明性の担保にはならない。わかりますよね。幾ら学術会の方、官の方、ある

いは監査法人が入ってやりましたといったって、結果が公開できなかったら、だれにも信

用されない。つまり、現状と変わらないわけです。私はそのように思いますので、この点

が、公開しても構わないのだという懸念が企業さんから払拭されない限りは――それが払

拭されるなら、JICAさんみたいに置くというのは１つの考え方として、さらに議論は進む

と思いますが、現在においてそれが払拭できない限りは、この方法は透明性の確保の方法

としては実効性をいささか欠くのではないか。したがって、私どもはこの案件が採択でき

ない。透明性の重要性は認識しながら、この方法としては、現時点においては実効性が乏

しいということをNEXI側としては感じるところでございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ただいま、NEXIからまとめという形で意見が出されましたけ

れども、これに関しましていかがでしょうか。原科先生、どうぞ。 

 

【東京工業大学 原科さん】 

 今、稲川さんがおっしゃった点は、基本的にそういう理解ができますけれども、全く公

開しないわけではないのでしょう。最後に、すべてを。だから、その中で、まさに公開で

きるもの、できないものに仕分けすることですから、全く公開しない言い方をされたので、

それがちょっと気になったので。きのうの情報公開の話でも、基本的なことはみんな公開

するとおっしゃっているので、そうではないですね。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 では、その点のみ補足です。そういうことではありません。むしろ、情報公開の中で一

番問われるところのレビューの結果については書いていくということでございますので、
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私たちが求められるべき説明責任の範囲では当然やっていくということでございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ということですので、14番につきましては、特にご意見等な

ければこれでということにしたいと思いますが、皆さん、いかがでしょうか。――よろし

いでしょうか。どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 NEXIさんは私どものポジションというものに、いわば先ほどの競争上へのネガティブイ

ンパクトというのは最大のポイントだというものへの補足をしていただいたという意味で、

 JBIC/NEXIのポジションということでございます。したがって、改訂のニーズは、私ども、

今回の改訂のところで認めることではないということでございます。よろしければ、次の

改訂にかじを切っているほうの論点になると思います。 

 

【司会】 

 昨日の続きになりますので、22番からということでよろしいでしょうか。では、NEXI・

稲川さん、お願いします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 済みません。休憩に入るのかなぐらい疲れてしまったので、ちょっと……（笑声）。22

番、労働状況ということでございます。22番と審議は分けるのですけれども、労働状況は

17ページでございますが、その後に地域社会・労働者の安全・保安という、これは22ペー

ジ、追加３というページでございますけれども、ここのところは、私どもとしての改訂の

ニーズを示した内容がひとまとまりになっておりますので、改訂の内容ということでは一

括してご説明させていただいて、一応質疑は項番順に行いたいと思います。 

 労働状況につきましては、ご提案の内容として、労働における基本原則及び権利の保証

の確認ということでございまして、この点について改訂ニーズを認識する。具体的には現

行のガイドラインの中で検討する影響のスコープということで、社会的関心事項の中に括

弧に子供の権利ですとか、HIV/AIDSですとか、景観とか入っているものの１項目として、

労働・安全環境というものを１つ追加する。これは、労働状況とこの後の追加３のところ
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は、具体的なご提案としては警備要員の点に絞っているのですけれども、広範に考えるな

らば、ここは労働者、あるいは周辺の環境に対する安全への配慮ということでございます

ので、一般的には、日本国のみならず多くの国においては労働法制というくくりの中で包

含されるところでございますので、労働・安全環境というものをみていくことを記載させ

ていただく。 

 それに加えまして、現行のチェックリストの中の社会環境というところで、これは一部、

安全環境についてはおおむね確認しているところで、飛び飛びにいろいろな場所に入って

いるのですが、具体的には今度の改訂案の際にまとめてお示ししますが、一言でいえば、

労働・安全環境という欄を１つ、社会環境の１項目として設けまして、労働環境について

は以下のような、18ページに入っておりますが、 (3)、上記の具体的な主なチェック事項

としては、当該プロジェクトに係る事業者が直接雇用する者について当該国労働法令が遵

守されているかという点を確認するということで、改訂の基本的な案と考えております。 

 同じく22ページに飛ばせていただきますが、22ページの１ポツ、改訂の方向性というこ

とで、同様に労働・安全環境でくくられた中で、具体的なチェック項目として３項目上げ

る形になります。最初の２つは、現状においてもおおむね趣旨が書かれているものでござ

います。労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェクト従事者へ

のハード面での安全配慮が措置されているか。２番目、安全衛生計画の策定や安全教育の

実施等、プロジェクト従事者へのソフト面での対応が計画・実施されているか。３番目、

プロジェクトに関連する警備要員が、労働者・地域住民への安全を侵害せぬよう、適切な

対応が講じられているか。この３項目めがご提案の趣旨に即したものでございます。 

 また１点、あらかじめ前回の審議においてご質問があった点で補足いたします。それぞ

れどこを対象にしているのかということでございますけれども、追加３のところでいうプ

ロジェクト従事者という点においては、プロジェクトサイト内において労働に従事する者

ということでございますので、ここにおいては事業者の直接雇用者のみならず、請負、委

託等においてそこの中で働いている人の安全を、安全配慮義務の観点から、そこのサイト

を仕切っている人間、実施者が配慮すべきものということ。３ポツ目の警備要員のことに

ついては、労働者というところはプロジェクト従事者と置きかえてもいいかと思います。

同じ概念、プラス、地域にお住まいの住民の方、当然、警備員の方というのは主にサイト

の外、フェンスの外あたりですか、立ったり歩いたりしていますから、そういう意味では、

そこの地域の住民の方というところまでが含まれる。他方で、労働の権利関係においては、
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事業者が直接雇用する者ということでございますので、請負、委託の形での契約関係の労

働者は含まれないということをご提案させていただきます。 

 私どもからは以上です。 

 

【司会】 

 どうもありがとうございました。ご意見等ございますでしょうか。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 どうもご説明ありがとうございます。今までのガイドラインに全く規定されていなかっ

たことを新たに盛り込むということで、考え方によってはいろいろ大変なところもあるか

と思うところを提案者の意を酌んで改訂案の中に反映させていただいて、大変ありがたい

と思っております。 

 それで、私のほうでは３点ほど、きょう議論したいポイントというものがあって、まず

労働・安全環境といった場合、それにどういう問題領域といいますか、問題が含まれてい

るのかということ。あとは、事業者が直接雇用するというところに絞られているわけだけ

れども、まず直接ということと雇用ということと２つ、二重に絞られているように思うの

ですが、その点について、問題領域に照らしてちょっと議論したいということ。あとは、

現地の現地国法令。チェックリストの表現ですと、現地国法令に照らしてということがあ

るわけですが、そのときの法令で、どんなところまでカバーしようと考えているのかを少

し確認したいということがあります。 

 ３つ全部やると、私もわけがわからなくなるので、最初のことだけ説明して切りたいと

思うのですが、労働・安全環境といったときに、社会的関心事項として労働・安全環境と

いうものを入れるということですけれども、ガイドライン本文には、例えば非自発的住民

移転ならば非自発的住民移転というのが社会的関心事項と入っていて、非自発的住民移転

について何らかの説明がある。例えば先住民族だったら先住民族で先住民族が入っていて、

先住民について何らかの説明があるというガイドライン構成になっていると思いますけれ

ども、労働・安全環境という言葉が新しい言葉として入って、それについての説明という

ものが、今のご提案だとガイドライン上は出てこないという形になるのかなと思うのです。 

 それで、こちらのほうで当初、論点検討――この改訂の方向性のペーパーにもあるわけ

ですけれども、こちらのほうで労働・安全環境ということを違う言葉で提起したわけです
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が、含まれている領域というのは４つあって、強制労働の問題と児童労働の問題と団体交

渉の問題と差別という４つのカテゴリーを提起したわけですが、この４つのカテゴリーは

この労働・安全環境に全部含まれているのかどうなのかということを確認したいと思いま

す。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。では、NEXI・稲川さん、お願いします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 まず最初のご質問ということなのですけれども、２つあったわけですね。まず、こうい

うものにどこまでが範囲か。どこまでが範囲かということであれば、概念として労働・安

全環境と書いたときに、余り多くの方は誤解がないのかなと。例えば非自発的住民移転と

か先住民族がほかに解説があるじゃない。別にあれは解説ではなくて、さらに枝の部分と

して、タイトルに対して柱のようなものがあるものについて、さらにガイドラインの中で

規定しているということでございます。逆にいうと、子供の権利とか、文化財という文化

遺産というところは、平明に一般認識として理解されるものについては、そのままチェッ

クリストに落とされておりますので、私どもとしては、ここに特段の説明を入れなくても

理解できるのではないかと。 

 あえて解説を申し上げるなら、私どもはそれを援用していないので、書けないところで

はございますけれども、 IFCのパフォーマンススタンダードの２、労働、４、安全、ここ

のところあたりが１つの守備範囲になるのでしょうし、後ほど３番の質問になってくるか

と思いますが、現地国法令というもののカバーする範囲ということを考えましても、鈴木

さんのほうのご専門かとは思いますけれども、当該国の労働関連法令で労働法上、労働法

のたぐい、あるいは安全に関する安衛法等のたぐいでカバーされているところがおおむね

入ってくるのだろうと。一番広範に考えればですね。逐条チェックするわけではありませ

んけれども、そういうことになってくる。 

 ２番目の質問、４つの基本原則はどこに行ったのだと。これは恐らく③のところで後で

お伺いする現地国法例の適用範囲というところとも関係があるのではないかと思いますが、

基本的には現地国法令という中にこれらの４つの概念は包含されているだろう。これはな

ぜならば、鈴木様のご提案の中にあったとおり、これらの４つ、念のために申し上げます
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と、強制労働の禁止、児童労働の禁止、結社の自由の保障、雇用に係る差別の禁止、この

４点については ILO条約が加盟国すべてに一義的には批准の有無にかかわらず遵守を要求

しているということでございますし、一般的な労働法の解釈の中でも、恐らくこれが入っ

ていない労働法というのは潜りだねというぐらい一般的な条項でございます。したがって、

労働法令の遵守と書いてあれば、これはおのずと入っているだろうと。あるいは、ここで

書いていれば、そのほか、当該のプロジェクトの中での懸念等があれば、４つにかかわら

ずみていくこともできるということで、私どもとしては、あえて明記しなくとも、ご提案

の趣旨は確保されているのではないかという認識でございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 考えていることは大体わかりましたので、そういう前提で、次のポイントで、直接雇用

する者というところのチェックリストの表現について、私が考えていることを述べたいと

思います。 

 よくわからないのですけれども、多分これは、直接というところと雇用というところの

２つの絞りがあるのだろうなと思っていて、雇用かどうかということは、現地国法令が、

そもそも人が労働力を提供するときの契約形態みたいなものをどのように規定しているか

というか、どういう類型に分けているかということにもかなりかかわってくるので、結構

ケース・バイ・ケースで難しい問題だなという側面もあるのですが、問題の領域によって、

やはりちょっと違うのだろうなと思っているのです。例えば強制労働の場合は、強制労働

というのはそんなに例はないと思いますけれども、処罰の威嚇をもって、意に反して労働

させることなので、最も原始的には何の契約関係もないわけなのです。契約関係がないこ

ともないかもしれないけれども、それは請負の形式にしているからといって、強制労働が

あっていいということには多分ならなくて、それが強制労働でないということにもならな

いのではないかという気がしていて、多分、現地国法制の書き方にもよるのですが、そう

いうことになってくると、直接雇用ということに限って現地国法制の遵守状況をみるとい

うことになると、現地国法制からも狭まってしまうし、一般的な強制労働の発想からも狭

まってしまうというようなことが問題によっては起きるのではないかなと思っていて、同
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じようなことは児童労働でもあるし、差別についても、一般的に差別を禁止する法令だっ

たりする場合があるので、そういう問題もちょっと起こり得るなと思っていて、私として

は結構気になっているところなのです。 

 それで、直接というところについても、それはもちろんプロジェクトに関係する労働関

係を、中間者がいたら全然関係ないということにするのはどうかという疑問が私はありま

すけれども、ほかの IFCとか、ほかの国際機関とかの基準をみたとしても、直接雇用して

いない者については１ランクちょっと違った規定を置いていたりもするし、類型もいろい

ろだし、事業者とか借り受け人のレバレッジのきく、きかないというのもいろいろあると

思うので、直接というところは影響力の及ぶ範囲がいろいろなので、影響力がかなり強い

ものについては、ガイドライン上は労働・安全環境となっているものだから、必要に応じ

て多少はみるということに多分なっていくのだろうなと思うので、直接というところは、

チェックリスト上、そうなるのはしようがないのかなと思っているのですが、雇用する者

というのは、プロジェクトで使用する者とか、もう少し幅広い概念にならないものなのだ

ろうかなというのは疑問として感じています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 鈴木先生、大変貴重なご意見をありがとうございました。先ほどから大学の先生と弁護

士の先生に怒られて、私はほとほとつらいところでございますが、この点、先生のご懸念

はごもっともということで、私どもはずぶの素人でございます――さっき素人ではないと

いったのか。この辺は、ワーディングのところを専門の方からいわれると、自分の国語と

いうか、認識能力のなさを痛感しますが、要すれば、事業者が責任をもって、ここの中で

規定している労働・安全環境――労働環境ですよね。責任をもてる範囲はどこなのかとい

うところで、つたない言葉の範囲として雇用する労働者、あるいは直接と雇用は確かにち

ょっとダブりがあると。間接というのは、一般に委託や請負の人は入らないよねというと

ころ。あるいは雇用というのも、逆に雇用していない人には責任がもてないよねというプ

リミティブなところから入っているので、別にタコ部屋を容認しているような意識はない。

むしろ、この点、もう餅は餅屋でございますので、先ほどはプロジェクトに使用するとい
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う非常にやわらかい言葉だったのですけれども、私どものもっている認識、そこ以上は、

請負とか委託、あるいはそれ以外の形で、雇用されない人まで労働のところが入り切らな

いよねと。これは IFCパフォーマンススタンダード適用案件――プロファイ案件は別なの

ですけれども、一般的な案件の中では、これ以上、実務上難しいよねということは鈴木様

のほうもご理解いただけると思いますので、切なるお願いとして、ここの部分、ご提案者

として、ぴたっとはまるワードをいただければ、それをベースにして私どもも考えたいな

というところでございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤井さん、お願いします。 

 

【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 今、ここの直接事業者が雇用するという、たしか私の記憶ですと、これの論点整理のと

きに、ここに来ている労働者というのはどういったところですといったら、これは直接雇

用、あるいは請負の方ですというような議論がなされたというように記憶しております。

ですから、それをもとにしてこれが出てきたのだろうなと思っているので、ここでまた異

論が出てきて、議論がまたもとに戻るのかな、不思議だなと思って、今みているところで

す。かといって、今おっしゃったように、コントラクターが外国人の労働者とかを連れて、

現地で建設することもありますけれども、そういったところまで網をかぶせられるのも、

またちょっと困るなと思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 誤解がないように申し上げておくのですけれども、今やっているのは範囲を広げるとい

うことではなくて、恐らく藤井様以下、ご理解されているとおり、労働のところは請負す

ら入りません。コントラクターではありません。事業者が雇用する者という点においては、

鈴木様と私のほうの、あるいはほかの方の認識はずれていない。ただ、安全環境のところ

は、作業場の中で別に色はつけられないですよね。そこの中は広いのだと。それは違うの
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だということで、労働関係のところでは、あくまで前回の議論に即してご提案者も私ども

のほうも答弁しているということで、そこは問題ないかと。ご懸念のところは当たらない

かと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見ございますでしょうか。鈴木さん、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 今のところなのですが、ワーディングの問題。やや細かい話になってくるのですけれど

も、 IFCのパフォーマンススタンダードの場合は、インプロイワーカーとノンインプロイ

ワーカーというのがあって、ノンインプロイワーカーとはどういう日本語で訳したらいい

のかなというのもよくわからないのですが、定義をみると、ノンインプロイワーカーのほ

うには間にコントラクターがいて、コントラクターが労働者を連れてくるような場合も入

っているのですが、事業者が直接雇用――純粋な雇用とは違う形態で労働者を使っている

場合というのがノンインプロイワーカーに入っているのだと思うのです。ダイレクト何と

かかんとかと書いてありますから。 

 なので、要するに、雇用といったときに、雇用がどういうものまで含むのかというのは

現地国法制によってちょっと違っていたりするし、日本の場合でも、事業者は雇用ではな

いというけれども、実態としては雇用だよねということで、行政機関の監督官庁とか裁判

所とかが雇用だと認定する場合というのがあったりとかして、雇用かどうかというのを、

雇用というように文言を入れてしまうと、これは雇用ではないという抜け道を、実態とし

ては雇用なのにいわれるとか、あるいはその定義をめぐってすごく争いになるとか、そう

いうことになりそうだなと思っていて、もう少しふわっとしておいたほうがいいような気

はしているのです。実際問題として、団結権と団体交渉についてはかちっと雇用にして、

現地国法制で一応それが認められているものというふうで枠をつくるしかないかなと私も

考えていて思ったのですけれども、強制労働とか児童労働とかは、その問題においては労

働者ということの定義もかなり幅広にとらえられていることが一般的なので、そういうこ

ともあり、雇用という言葉が入るのはどうなのだろうかと。直接使われるというところは、

そこで枠にするしかないかなと私も思っています。 

 前回の議論のときとちょっと違うではないかといわれるのですけれども、前回のときは、
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労働というカテゴリーをそもそも入れるのかどうかというところから始まっていて、それ

で、例えば直接雇用というのはどうですかねといったときに、私は、労働環境などはそう

いうことにはならないのではないですかという提起を申し上げて、個別のカテゴリーごと

に全部議論しませんでしたが、私は、それはまた改訂の方向性が出てきてから議論しまし

ょうという認識でありました。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 きのう、鈴木様はいらっしゃらなかったので、ちょっと。最初のところでワーディング

のところに入ってしまうと、次にやるところですし、議事も押していますし、大きく見解

の相違がなければ、あとは私どものほうに任せていただいて。素人的に１つわかったのは、

直接雇用する者を抜けばいいのだなと。当該プロジェクトに係り事業者は当該国労働法令

を遵守しているかということなのだと思います。そうすれば、強制労働ということも、し

てはいけないことをしていないかということですし、雇用の差別も労働者の話で個々の事

案の話になりますから、基本的には法令の遵守をしているかどうかということあたりを軸

にしてまとめさせていただきます。 

 追加論点３のほうはいかがでしょうか。 

 

【司会】 

 ご意見ございますでしょうか。鈴木さん、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 追加論点３は、私のほうとして特段の疑問点というのはないです。１点、最初この提案

をみる前に疑問だった、労働・安全環境というと、日本独自の概念ですけれども、日本の

場合は、事故などを労働安全といって、職業病とか、職業病ではなくても一般の病気でも、

病気の蔓延とかそういう問題について労働衛生といったりするものだから、労働安全とい

う言葉をみると、社労士の方とか、労働問題にかかわっている方からみると、衛生の問題

はどこに行ったのかなというように疑問に思ったりする向きもあるかもしれないなと思っ
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たのですが、もともと今も入っているのですけれども、 HIVのことまで含めて入っていま

すから、チェックリスト上は明確ですので、私はこれでいいかなと思っています。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。そうしましたら、22番と追加３につきましてはこれでという

ことにしたいと思いますが、よろしいでしょうか。――そのようにしたいと思います。 

 それで、先ほどNEXIからもそろそろ休憩というような話もちょっとあったので、今後の

進め方につきましてご相談です。次が20番、非自発的住民移転ということになりますけれ

ども、ここで一たん休憩を挟むか、それとも続けるかということになりますが、 JBIC/NE

XI、いかがでしょうか。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 可能であれば、ここで１回休憩を入れたいと思います。 

 

【司会】 

 ご出席の方々、いかがでしょか。――ということですので、これで一たん休憩をとらせ

ていただきます。今、私の時計で手元、３時10分ぐらいとなっておりまして、３時25分再

開ということでよろしくお願いいたします。 

 

（休憩） 

 

【司会】 

 それでは、時間になりましたので、本日の議論を再開させていただきたいと思います。 

 20番の非自発的住民移転からとなりますが、よろしくお願いいたします。では、NEXIか

らお願いいたします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

  20番、非自発的住民移転につきましては枝番で７つございますけれども、一個一個項目

を分けて、趣旨説明も分けて議論したいと思います。念のために総括表のほうの２ページ、

ちょうど真ん中から下で20の①から⑦があります。あえて総論として申し上げるなら、基
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本的にはこの改訂ニーズのところについて、世銀の規定している内容の明確化という観点

から、７つのうち５つのところに改訂ニーズを認めております一方、審議の中でもある程

度コンセンサスがありますとおり、国際援助機関としての世銀と私ども JBIC/NEXIのなり

わい、またかかわり方ということが異なる観点から、言葉としては緩和とか、一言で書く

とちょっと抽象的なのでございますが、現実に我々の実務に即した、事業に即した形での

規定化ということで、全体としてはそのようなコンセプトでまとめさせていただきました。 

 それでは、テキストのほうの12ページ、20―１、再取得価格による補償ということです

が、右の欄の１の改訂の方向性ということにつきまして、再取得価格による補償という概

念について、キーワードとして改訂ニーズを認識します一方、ガイドラインとしての十分

な実効性ある形での規定化について、以下のポイントに関する検討を行った上で、より具

体的な改訂案文につなげておりますということで、以下の３点。これは前回も議論したと

おりでございますけれども、必ずしも再取得価格による補償ということが当該国の中で法

令上定められていない。つまり、法令は満たしつつも、その形をとっていない場合があり

得ると。２点目として、 JBIC/NEXIの環境審査の段階で移転及び補償が完了しており、事

後遡及が困難な場合。また３点目として、フォローアップとして位置づけられる追加的措

置の融資の確保というのが、一律に確保することは難しいと。これは提案原文に対して、

どれだけの努力をしても、必ずしもできない場合があるということで、ここのところの 

(1)、 (2)、 (3)を個々に論じるというよりは、一言で申し上げれば、再取得価格による

補償というところに、例えば再取得価格による補償を原則とした十分な補償とか、現行の

条文は十分な補償ということですが、再取得価格を原則とか、再取得価格に基づくべきと

か、何らかのデビエーション、概念としてのデビエーションを入れさせていただくという

方向で、文案の時点で、今後の改訂案の中で議論させていただくということでよろしいで

しょうかということで、ご異論あれば、あるいはコメントがあればいただいて、次に進め

たいと思うのですけれども、ご意見のほうを伺いたいと思います。 

 

【司会】 

 では、福田さん、お願いいたします。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 ２時間黙っていたのは久しぶりだなと思って、そんなことどうでもいいですが、いただ
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いた改訂の方向性についてですが、基本的にはこの線で改訂していただければというよう

に、提案した NGOとしても考えております。 

  JBIC/NEXIが機関としての性質から対応すべき場合と。原則としては再取得価格による

のだが、なかなか難しい場合というのが (1)から (3)に上げられておりまして、これらに

ついても原則として書かれている内容についてはそうだろうと。例えば土地の補償を行う

というのはちょっと違うよねと。これはあくまで金銭補償におけるバリエーションの問題

なので、ちょっと違うよねと。あるいは、もう既に移転が終わっている場合はまた違う対

応が必要だよねといった点については、もう既にこの場でも出ていますし、合意できる内

容かなと思っております。 

 １点だけコメントさせていただきたいのは、 (1)の中にある、移転後の生計支援を含め

て生計回復を計画している場合という点についてであります。これは、私たちも既にコン

サルテーション会合の場でも申し上げましたが、財産が失われる場合に、その財産に対し

てどのような補償がなされるのかという問題と、それによって生計に影響がある場合に、

その生計を回復するために行う支援策というものは概念としては別のものですし、別のも

のとしてそれぞれきちんとなされているかということを確認すべきだろうと思っています

ので、生計支援策を含めて、合わせわざで十分な補償といえるでしょうということにはな

らないのかなと考えているところはあります。 

 あとは、改訂の文言の問題だということですので、それはまたいずれ、今後、文言を詰

めていく中で議論させていただければと思います。恐らく土地の補償とかの問題はありま

すので、金銭補償を行う際にはみたいな文言は１つ考えられる文言かなと考えているとい

うことは付言しておきます。 

 この点については以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見ございますでしょうか。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 福田様、ありがとうございました。ご提案のあった文言、金銭補償を行う場合には、こ

ういったものも踏まえつつ文案に入ると。１点申し上げると、生計支援とは区分すべしと

いうことについてはおっしゃるとおりかと思います。私どものほうも、ここに主眼を置い
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てというか、ここを主たるエクスキューズにしているということではないのですけれども、

恐らくここで書いていることは、こういうのは例外としてオーケーなのだよねという承認

をとっているというよりは、もう少し限界例として、例えば１つの実例ではないのですが、

主に農業をやっていた人たちがいます。そこのところにサイトがあったことによって、こ

の人たちが近隣に住宅で移りました。工場労働者になりました。この人たちもそれを望ん

だと。農業ではなくて、こっちのほうが所得が――蓋然性ではなくて給与ですから、上が

るのだろうなと。そういったときに、農業のものの土地の補償は当然あるのでしょうけれ

ども、そこの中で若干線引きというか、そういうところがあいまいになるような例はあり

得るのかなと。ただ、そこが余りあるというか、そういった中のときに、どこまで突き詰

めるのか。基本的には、失った土地のお金は払うのだろうねというのがしかりだと思う。

余りいい例ではないのですけれども、相手側の理屈としてはあり得るなということでちょ

っと例示させていただいたにすぎないということでご理解いただければということで、ほ

かになければ20―２に移りたいと思いますが。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。では、ほかにご意見なければ次に移りたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。――では、次に移るということで、NEXI、お願いいたします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 20―２、事前の補償ということでございます。事前の補償については、改訂のニーズを

認識します。具体的な改訂内容として、現行のところでは、ちょっと長くなりますが読み

ます。「非自発的住民移転及び生計手段の喪失の影響を受ける者に対しては、プロジェク

ト実施主体者等により、十分な補償――十分な補償のところは先ほど申したとおり何らか

の文言が追加になりますが――が原則移転より事前に」、ここが１つ目。それから、「十分

な支援が適切な時期――適切な時期は現行条文どおりですが――に、おのおの与えられな

ければならない」という形で提案したいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。この件につきましてご意見のほういかがでしょうか。特にご

意見ないということであれば次に移らせていただきますが、よろしいでしょうか。――で
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は、続けてNEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 次、テキストの13ページ、20―３、移転・補償合意文書でございます。本論点について

は、提案内容自体への改訂ニーズは認識されませんでしたということで、その認識につき

ましては下段３ポツのところにありますので、お目通しください。ただし、移転の対象者

が移転及び補償の内容を十分理解した上で合意すべきとのご提案の趣旨については認める

ところがありますが、それについてはこの後述べます論点20―４、５、６の改訂ニーズを

検討する中で、私ども、具体的には提案内容を設けておりますので、そこの中をもって満

たされていくというご提案をさせていただきます。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ご意見のほうはいかがでしょうか。波多江さん、お願いしま

す。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 この論点20―３について、私たちの提案の趣旨である、補償対象者、移転対象者が内容

を確認できるよう、理解できるようにという趣旨を非常に酌んでいただいて、配慮してい

ただいて、論点20―４、５、６に反映していただいたということは重々理解しておりまし

て、その点は配慮いただいているということで感謝をしております。感謝をしていると申

し上げた上で、１点だけ申し上げたいことがございます。 

 20―４は、またこの後にご説明があるかと思うのですけれども、20―４、５で上げられ

ております住民移転計画、RAPのほうでカバーされない、例えば補償対象者個々人の補償

内容、例えばインベントリーリストなどに載ってくる、主には再取得価格による補償の中

で上げられているような金銭補償の場合のインベントリーリスト、その方のもっていらっ

しゃる木々の補償が幾らになりますというような、本当に個々の補償内容については十分

理解した上でというところが、恐らくガイドラインで落ちてきてしまうのであろうという

点を１つ懸念しております。 

 もう１つ、そういった点、個々の補償内容ということが十分理解されない上で補償がず
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っと進んでいった中で、もし不平があった場合に、また20―６と少しかかわってきますけ

れども、苦情処理申し立てをしたときに、中立的な苦情処理機関が設置されることが難し

い中で、自分が幾らもらうことになっていたというようなことをやはり客観的にも把握で

きるような手段、方法が残されているというか、確保されていることが問題の解決には重

要なのではないかと思うわけです。 

 そうした観点から、非常に細かいとおっしゃられるかもしれないのですけれども、例え

ば補償にかかわる情報文書の手交といったような文言もガイドラインの中で含めていただ

くようなことを検討していただけないかというようなことを思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見ございませんでしょうか。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 波多江様、どうもありがとうございました。ここのところは細かいから書く、細かいか

ら書かないという観点で私たちは判断していない。先進性というところを世銀に肩を並べ、

機会あらば世銀よりも先進的にというようなリクエストも一方である、このガイドライン

において、ガイドラインとは何ぞやというところを考えたときに、マナーブックではない

のだと。やはりここにおいては、基本的にはポリシー的なところが高らかにうたわれてい

るということこそが、先進性ということを非常に大事にされる方のお気持ちにかなった格

調高いものが生まれていくのかな。私ども、そればかりでつくっているわけではないです

けれども、そういう方のニーズにこたえていくのかなと。例えば他機関にみせたときに、

できていない事例があるからということなのですけれども、ルールブックとして一番詳し

い世銀の中にも書かれていないこうした内容というのは、強いていえば、できて当たり前

ということではなくて、ほかの各項を読めば、手交するかどうかというところは本質では

ないということなのです。国によっては、一括縦覧みたいな国は間違いなくあるわけです。

それが問題なのかというと、縦覧したものを決して二度とみせないみたいな問題があれば、

そこに問題があるのであって、手交したかしないかというところが問題ではない。そこは

議論の最初のところで申したとおり、外形的な結論のところにすべての問題のところを求

めていくというのは、問題が非常に矮小化されていると。むしろ、情報公開の個々の情報

公開協議といったプロセスの中で十分理解というところを一つ一つの事実関係から判断し
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ていくところに今次の改訂のポイント、あるいは実施状況の中で問われて、JBICさんの言

葉をかりるなら、私どもがぴかぴかにやっていたといっているところはまさにそこにあり

ますので、そこら辺を踏まえれば、手交というところにこだわる必要はないのではないか。

私たちとしては、今のご提案というのはパフォーマンスの中で十分反映できるということ

で、改訂の必要はないのではないかと考えるところです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 稲川さん、ありがとうございます。私たちのご提案も非常にご理解いただいております

し、やはり個々の対象者も補償内容を十分に理解していなければならないというところが

一番重要であるという点は、恐らく共通認識になっているのだろうということはあります。

さりながら、やはりガバナンスの弱い場所、政府というか国での事業ですとか、汚職のあ

る社会などで、私たちがこれまで多くみてきた補償内容にかかわる問題を解決していくた

めには、本当にどのようにしていけばいいのかということを私たちも非常に頭をひねって

考えて、そして１つあるとすれば、こうした情報文書の手交であろうと思いまして提案し

ております。 

 金銭補償などの支払いの場面で、幾ら払った、払わないとか、そういう問題が起こると

きに、こうした被害を受けやすいのが、地元で例えばローカルポリティックスのメインス

トリームにいない方々ですとか、社会的弱者の人であったりとか、そういう方々であると。

そういう方々が泣き寝入りしないようなシステムというか、そういったものにぜひ取り組

めていけたらと思っているのですが、ガイドラインの中でやはりこうした観点をどうにか

入れていただけないかと思っております。 

 手交という文言が無理というか、そぐわないのであれば、恐らく資産に対する補償のと

ころにかかわってくる問題なのであろうと思いますので、例えば再取得価格による補償に

ついてお書きになられるところでもう一点、十分に理解した上での合意なり、補償対象者

に十分説明するというような文言を入れていただくなり、そのようなこともお考えいただ

けないかなと思います。 
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【司会】 

 ありがとうございました。ほかに。田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 ここのポイントは恐らく、実施する側と補償を受け取る側の、一義的にはそこの関係で

の合意がなかったか。それは置いておいたとして、こういったものを補償しますという内

容の理解を２者間ですると。その理解がもし異なっていた場合に、どちらが正しいのかど

うかということを第三者がわかるというところが重要でして、多分、説明をするかどうか

という点は、もちろんこの項目以外でも十分にやっていくということだと思うのです。だ

から、それは説明をするかどうかというところで、するのでいいですという話ではないの

かなと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 波多江様、田辺様の意見を聞いている中で、多分ここの中で非常にしっくりこないなと

いうのは、いっている問題と落ちとしての文言のところが全然因果の担保になっていない

のだと。例えばその国の汚職とかガバナンスの問題というところが紙１枚渡したら直るの

かというと、そのような世界が随所にあるのかどうか存じませんけれども、仮にそのよう

な腐敗し切った世界があれば、そんな紙ペラ１枚で解決されない、もっと根の深い問題で

すし、そこは私どもの環境社会配慮確認の世界なのだろうかというところもちょっとある

と思います。皆さんのほうから現地と触れ合うことで問題意識が非常に高いことはわかる

のですけれども、そこは多分、持って行き先が違う。皆様はワイドな視点で考えられて、

私たちなどよりよほどこうした問題に直面されているのだと思うのですけれども、そこは

ちょっと持って行く先が違うかなというところなのです。 

 あと、田辺様のいっていたところのポイントはそうなのでしょう。違いをみていくのだ

というところはそうなのです。それ自体を否定するものではないのですけれども、そこが

多分、世銀の中でも、あるいは私たちの中でも、うまくいえないのですが、そこは余り念

頭にないということではないのですけれども、そこの辺も含めて、苦情処理メカニズムの
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ところでの個々の話なのかなというところはあると思うのです。紙が全くなかった。紙が

あっても恐らくそういう問題は起きるのでしょうし、あってもなくても恐らく見解の相違

というのは、あったらなくなるというものでもないでしょうし、なくても起きないことも

あるという中では、結局、個別の事案の中でこれを判断していかなければいけないのだな

と。そこの中で、解決が非常に困難な問題になれば、当該国の中において恐らく仕法の問

題になってしまうなり、あるいはこれは極端な例ですけれども、異議申し立ての世界に入

っていくのだろうと。 

 そこのときに何らの紙も用意しないで説明を果たしたという主張が、むしろそれは説明

を受けた人が証拠をもっていないことが不利なのではなくて、そうした形で説明責任を尽

くしていない相手側――払った側ですかね。そちらのほうの不利益となって最終的には返

ってくるのではないかと思うところですし、そこを規定してしまうと、結局のところ、何

かを手渡すということを規定してしまったときに、要するに多様なやり方がある中で、何

かを渡す。では、渡していなかったときに、そこのところをつくりなさいとか、このよう

に渡さなければだめではないかというところになるわけです。ここはよく理解していただ

きたいのだけれども、ガイドラインの中で書いてあることというのは、一律強行に守らな

いとだめよと。守らないと保険や融資がつかないよというような条件ですから、そこのと

ころに手交というものを並べていくことが非常にわからない。 

 結論として、ここのところは無理ですよという、変な話、世銀でなぜ規定していないの

かというところも説明がついていませんし、そういったところは通ったところだけれども、

そこは出てきて……。ガイドラインの一個一個の文言というのは、何か書けばいいでしょ

うというような性質のものではありませんので、ここのところはご趣旨は承りつつも、落

ちとしてのそこは初めのところから通して説得力を欠いているなというところでございま

す。 

 ここのところは、そのほかよろしければ次に進みたいと思うのですけれども。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。清水さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 清水さん】 

 時間が迫っている中、ここのタイミングで発言するのは気が引けるのですが、あえて申
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させていただきますと、今の議論の中で、ガイドラインにマナーのところまで書くのかと

いうお話もそのとおりかなと思うわけですけれども、やはり一方で気になるのが、RAPで

書かれるような補償政策全般に係るような情報については、ガイドラインできちんと読め

ば、きちんと読まなくても書かれているということがわかる一方で、やはり抜け落ちてい

るのが個々の補償内容がきちんと説明されているかというところだと思います。ガイドラ

インで本文で書くのが難しいというのもわかりますし、例えば環境チェックリストの住民

移転の②のところに、移転する住民に対し移転前に移転補償に関する適切な説明が行われ

るかというようなチェック事項がございますけれども、ここに、移転補償に関する全般的

な政策及び個々の補償の内容が適切に行われているかどうかというような趣旨を書くとい

う方法もあるかと思ったのですが、いかがでしょうか。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 清水さん、どうもコメントをありがとうございました。結局こういうことになってしま

うのだなという、多分最初から私が20の論点全般でいっていたのは、最初にいったとおり、

世銀の中のポリシー的なところを明確にして、私どもが国際基準になるべく適合、あるい

はここで明確に書いているということは、それ以上に近づくという形で書いている中で、

世銀に書いていないというところをいう以上は、それがなぜ必要なのか、あるいは逆説的

に聞けば、世銀ではなぜそこを規定しなくても成り立っているのかというところをまず考

えないと、どこに入れるのか、何を書くかというところは、今、多分――もうちょっと長

く考えれば――その場で出てくるような文言ではないと私は思うのです。そこのところは、

この審議を行ってから時間が十分あったけれども、結局、書く場所とか書く内容が変わっ

ただけで、なぜそれが必要なのかというところ、なぜ世銀には書いていないのかというと

ころが、私はご説明の中ではわからなかったので、ここのところは入れられないと。ある

いは今後をみていく中で、何をみていたのですかというような観点なのであれば、私ども

も今後、実施状況を努めていく中でそうした点は留意しますし、留意するというのは、そ

うしたところはそういうご懸念が一般の方の中にあるということは踏まえて確認に努める

のですけれども、それはガイドラインに書くということとは全く別であると。チェックリ
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ストならいいというものではないということでございますので、ご理解いただければと思

います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見いかがでしょうか。ご意見ないということであ

れば、次の20―４のほうに進ませていただきますが、よろしいでしょうか。――NEXI、ど

うぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 20―４、住民移転計画。この論点については改訂ニーズを認識します。具体的な改訂ニ

ーズとして、非自発的住民移転に係るガイドライン、JBICさんでいう２部のところに、ア

スタリスクで下のほうになるのですけれども、まず１項目追加いたします。具体的には、

「大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合――これは多分対策を講じると

いうのがほかのところの文章にあるというのが念頭ですけれども――には、上記にいう

『対策』が住民移転計画書という形で作成されなければならない」と。詳細別紙参照とい

うことなのですけれども、きょうは別紙も用意せず申しわけないのですが、これは前回議

論したようなところで、大ざっぱにいうと、世銀のOP4.12の中で住民移転計画書のコンテ

ンツとなるものが各条の中にちりばめられているのですが、そこを箇条書きにして、ちょ

うど現行のガイドラインにおける EIAですとかの中の書き方、別紙の書き方と同じような

ものを改訂案の中ではご用意させていただいて、ここの中にこれも入っているよとか、こ

の訳語がおかしいよといったあたりは改訂案の中でご意見いただければと思っております。

移転計画書の必要なコンテンツというものは別紙で用意するということでございます。 

 ここは以上でございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 大きな方針といたしましては、もちろん異論はないのですが、文言についてはまたコメ

ントさせていただく機会があるということで、そのときにしたいと思います。 
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 １点だけ今気がついたのですが、この「上記にいう『対策』が住民移転計画書という形

で作成されなければならない」、基本的にはそういうことなのだと思うのですが、住民移

転計画書の内容の大きな構成要素として、やはり影響評価的な部分もあると思っているの

です。もちろん大筋ではこういうことなのだろうと思うのですが、そこら辺も加味した文

言もあり得るのかなと思って、今、具体的な対案があるとか、そういうことではないので

すが、またコメントさせていただければと思っております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 満田さん、ご意見ありがとうございました。ここのところはもっともな話というところ

で、あともう１つは、これは恐らく住民移転計画書のコンテンツを抜き書きすること自体

が他の論点、 EIAとか先住民の計画書と違って、世銀自体も別表というよりは逐条で条文

を書いているものを表に起こしていくということで、これは案外簡単なようで難しくて、

今いったような概念的なものが一語漏れると抜けてしまうとか、この辺は結構慎重に、私

たちのほうも今いったようなところはごもっともなことだと思いますので、こうしたもの

がなるべく盛り込まれる。ただ、トゥーマッチに盛り込んでしまうと、かえってみづらい

ということもありますので、平明かつ十分な受け皿となるようなものをご用意させていた

だきます。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。特にご意見ないということであれば、続けまして20―５に移

らせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。――NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 20―５は情報公開と協議というタイトルになっております。ご提案の内容について改訂

ニーズを認識し、具体的には以下の条文ということで、実はここが新しく非自発的住民移
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転に加える項目で、ちょっと長文なのですけれども、前半のところは先ほど20―４で述べ

たように、住民移転計画書が作成されねばならないというくだりに続けて、「住民移転計

画書は移転住民等の当該地域のステークホルダーに対して公開され、これに基づく協議が

行われるべきである。協議に際しては、住民移転計画書の内容が移転住民等の当該地域の

ステークホルダーに十分理解できるよう説明されるべきである」という案をご用意いたし

ました。コメントをいただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 大筋において全く異論はございません。よく考えられた文章だと考えております。その

上で、住民移転計画書の協議のタイミングなのですが、これはこの文言上も恐らくかっち

りしたものができる前の策定段階からというように読めるのですが、一言、早期の段階か

らというような文言をつけ加えていただければなと考えております。 

 それから、住民移転計画書の言語と様式についてなのですが、やはり世銀にもあります

ように、地域住民等が理解できる言語と様式というような文言を追加することを検討して

いただければと思います。これも文言上の話なので、具体的にまたコメントさせていただ

ければと考えております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見のほういかがでしょうか。どうぞ。 

 

【宮渕さん】 

 今の件で、大変よく練られた文面になっていると思います。ただ、前から私はいってお

りますけれども、知らぬ社会の場合には、これをmustにしてしまうとちょっときついとい

うことで、「べきである」という形にしておりますので、それはそのように読めるかなと

思いますが、そういった意味で、余りリジッドにしないほうがいいのではないかと思いま

す。 
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 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 今の宮渕さんとは全く逆のコメントなのですが、その前に「べきである」という表現に

ついて、実は現行のガイドラインではほかでみられない表現で、基本的には「ねばならな

い」という形で書いてあるわけですが、「べきである」と提案されていることについて、

何か特別な意図をおもちでこのように使い分けておられるのかどうなのかということにつ

いて先に確認させていただいたほうがいいのかなと思っています。 

 先ほど来、例えば事前の補償であるとか再取得価格による補償のところで、原則という

文言をつけるのはどうかというような話が議論されていて、その中では、こういう場合は

難しいよねと。それは JBIC/NEXIの機関としての性質上、あるいは関与のタイミング上、

こういう場合は難しいよねという議論がある中でそういったものが提案されてきたのです

が、ここでこの点について「べきである」というようなことが提案されているのはどうし

てなのかということを議論させていただきたいと思いますが、このタイミングがいいのか、

あるいは今後、具体的に改訂案の段階というのがいいのかよくわかりませんが、ひとまず

この「べきである」という表現について、どういう意図でここでご利用いただいたのかと

いうことをご説明願えればと思います。 

 

【司会】 

 NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 幾つかご意見をいただきました。さかのぼって答えたいと思います。 

 まず福田様から問われた「べきである」というところなのですけれども、端的にいえば、

「ねばならない」との差別化というところを意図したものではない。ただ、私たちのほう

もこの辺、文言の練りが足りないという中で、この言葉が適切かどうかということは別に

して、全般的にガイドラインの言葉、あるいは英語版というものもある中において、これ
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は別の人のときにもあったのですけれども、「ねばらない」と「べきである」、あるいは

「必要である」とか、そういうところは人の主観で随分使われているところがあるのかな

と。その意味では、それが１つある。 

 もう１つは、今回、割とこういう世銀からの援用というか、そういうものを入れていっ

ている、あるいはそこの中にデビエーションを入れていっているという中で、全く個人的

にはそういうことであると、「ねばならない」と「べきである」の中に、「ねばならない」

のほうが恐らく英語の語感としてより強いもの、どこに何を置くかは別にして、仮に「べ

きである」にshouldを置いたときにおいて、「ねばならない」がmustになるような語感の

違いがある。個人的にはここのすべての文章において、原則というのは、実は文言の以前

に、第２部については原則というところが入っていることを考えると、趣旨として「べき

である」という言葉のほうが適切なのかなと。個人的な語感の印象はありますが、ここは

ご意見を踏まえて、統一するなり、分けるなら明確に趣旨を示すなりという形でご説明で

きればと思っております。 

 次に、そことは逆に、どういう文言にしていったらいいのだろうかというところなので

すけれども、言語と様式のほうから入りたいと思います。言語と様式というところは、私

たちも非常に悩んだところなのです。世銀に言語と様式とはっきり書いてある。というこ

とで、私は「十分理解できるよう」という形に置きかえているというところが、どこまで

言語というところは配慮したらいいのだろうか。どこまで配慮できるのだろうかというと

ころなのです。要するに、社会的な弱者の中には、だけではないですけれども、文字の読

めない方というのはそもそもいらっしゃる。あるいは、ちょっと失礼な言い方なのかもし

れないけれども、なかなか紙のものを渡されてつらつらと――住民移転計画書は長いわけ

です。なじみのない言葉だってあるわけです。そういうものがなかなか理解できない人た

ちというのはいらっしゃる。むしろ、それはそうした方への配慮が大事なので、通り一遍

に、言語、様式、うちの国はこれです、こういう規定なのですといってばさっと渡すこと

がチェックのポイントなのか。むしろ、そこは本当にこの人たちが理解できているのだろ

うかと。例えば説明として口頭でやりました。漫画を書いて渡しました。これは実例があ

るらしいのですけれども、そういうものがむしろ開発援助の中では評価されているという

ようにも仄聞しております。 

 そうしたものも含めて考えたときに、私たちのガイドライン、これは事後があり得ると

いうことなのですけれども、例えば全く理解できていなかったというのは別にして、後で
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調べたら○○族には――○○族ではなくてもいいのです、何か……。主流の言語で大体わ

かっているのだけれども、マイノリティーの言語があって、実はみんな両方わかっている

のだが、マイノリティーの言語のほうが、２つバージョンがつくらていませんでしたとい

うところでぼんと取り上げられて、マイノリティーのバージョンで全文つくってください

よというところに果たしてどういう意味があるのか。文言で書いてしまうとそこだけとら

えられて、ガイドライン班ですとか、そういうところはあるわけで、そこは私は、逆に宮

渕さんの肩をもつわけではないのですけれども、そうした部分まで考えて、あえて言語と

様式という部分は「十分理解できるよう」という形に置きかえさせていただいたと。 

 あと、早期の段階からというところ、ここは非常に難しいと。難しいというのは、趣旨

はそのとおりなのですけれども、早期というのは具体的にいつぐらいなのだといわれても

困ってしまうし、戻れないのです。趣旨はすごくわかるし、多分JICAさんなどで書くとい

いのだなというのはわかるわけです。彼らは日程がコントロールできる。私たちのときに

――常識でわかりますよね。１日前に公開して、次の日協議で終えましたなどと、よく私

たちがこの会合でやって怒られるところですけれども、これは何となくいけないなという

のがあるが、では１週間ならいいの、１ヵ月ならいいのというところはわかりませんし、

今さらさかのぼって１ヵ月前にタイムマシーンで戻ってというのができない中で、早期に

というのを入れてしまうと、多分、努力目標みたいになってしまうわけです。そこはなか

なか難しいなと。 

 また、満田さんもお気持ちとしていわれたところで、またよいお知恵があればご提案い

ただければということで、ひとまず進めたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 恐らくそういわれるだろうなと思って提案してみたところなのですが、ただ、コメント

を受け付けてくださるというようなことですので、具体的にコメントさせていただきたい

と思います。 

 確かにおっしゃる点はあろうかと思います。言語については、おっしゃったようなケー

スもあるのですが、私たちとしてはそこまで――例えば被影響住民が10部族ぐらいにわた
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っていて、それがすべて各言語に翻訳されていなければならないとか、そういう極端なこ

とは想定しておりませんで、もう少し、例えばインドネシアの案件なのに、住民移転計画

がなぜか英語でつくられており、主たるターゲットである住民の方が理解できないような

文章であるというようなことはいけないのではないか。そういう問題認識なのです。ここ

ら辺は文言の話になりますので、また具体的にはコメントさせていただければと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見はありますでしょうか。――よろしければ次の

20―６に行きたいと思います。では、NEXIからよろしくお願いいたします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 20―６、テキスト15ページは苦情処理メカニズムに関するところです。この論点につい

ては改訂ニーズを認識し、具体的な内容といたしまして第３項の中に加筆する形になって

おります。もともとの文章としては、「非自発的住民移転及び生計手段の喪失に係る対策

の立案、実施、モニタリングには、影響を受ける人々やコミュニティーの適切な参加が促

進されていなければならない」。「また」からが加筆した文章です。「また、移転対象住民

及び移転関係コミュニケティーからの苦情の受け付け・対応が可能なメカニズムが設置さ

れるべきである」。これが私どものほうの提案でございますので、ご意見をいただければ

と存じます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 この点については、ご提案について大きな異論はございません。我々の提案をこのよう

な形で検討してくださってありがたいと思っております。 

 これもまた文言レベルの問題で、恐らく今後、実際に改訂案というものを作成される過

程でということになるかと思うのですが、移転住民とか影響を受ける人々というものにつ

いての表現ぶりが、実は若干揺れているのです。現在のガイドラインは、影響を受ける者
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という形、あるいは影響を受ける人々という形で書かれているのですが、いただいている

提案だと、移転住民だったり、移転対象住民だったり、移転住民等だったり、いろいろな

表現があるのです。この辺、どのぐらい整理されて用いていらっしゃるのかというのが私

にはよくわからなかったりするのと、もう１つは、物理的な移転を伴う場合と、そうでな

い生計手段の喪失にとどまる場合というのがあって、これらを両方含むのか含まないのか

とかいった論点、あるいは今回、この論点との関係では移転関係コミュニティーとは何だ

ろうとかいうことがいろいろありますので、もしかしたら文言の整理の問題なのかもしれ

ませんが、この辺についても、またこの文案を最終的に改訂案というものにする中で議論

させていただければなと思っているところです。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 福田様、どうもご意見ありがとうございました。コメントのあったところは重々踏まえ

ながら、今ちょうど枝分かれしていて、はっきりいうと、通しで仕上がったときのところ

というのはこれからかなというところがありますので、この辺を重々――ベースが世銀で

すので、その辺でもそごがないようにということと、私どものガイドラインとしての文言、

既存のものを含めたワーディングのところで、誤解というか、平明な理解を妨げるような

表現はないように留意したい。 

 あと、移転関係コミュニティーのところは、移転関係というのが○○関係とあいまいな

感じになって、コミュニティーが片仮名であるというところを聞いているわけではないで

すね。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 はい。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 了解しました。気をつけるように、その辺も考えて文言の作成に努めたいと思います。
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よろしければ次の番号におりたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ご意見なければ次の20―７に移りたいと思いますが。――で

は、続きまして20―７ということで、NEXI、お願いいたします。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 20―７は社会的弱者に対する特別な配慮ということで、この点は改訂ニーズが認識され

なかったと。ここはもう議論のおさらいだけでおさまるのかと思うのですけれども、基本

的にここの部分は社会的弱者への配慮というところで包括的に入っているところでござい

ますので、あえて二重規定にするというところの必要性を認めなかったという議論を踏ま

えての結論になりますので、最後、ご意見、コメントがあればいただきたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ご意見のほうありましたらよろしくお願いします。――特に

ないようですので、20―７につきましてはこれでということでお願いいたします。 

 司会の鵜木が戻ってまいりましたので、ここで交代させていただきたいと思います。な

れない司会で恐縮でございました。ありがとうございました。 

 

【司会】 

 中座をしまして失礼いたしました。外は大変暑かったです（笑声）。 

 それでは、続きまして総括表の順番に従いまして、昨日終わりました部分を飛ばしまし

て、次は23番ということでよろしゅうございますでしょうか。――それでは、NEXI、お願

いします。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 原子力関連論点といたしまして、23番から24、25、26と４つの論点がございます。本日、

この４つの論点について順番に審議を進めていきたいと思いますが、前回の反省も踏まえ

まして、23、24、25、26、それぞれ順番にワン・バイ・ワンでやっていきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。 
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 まずは23番でございます。セクターの例示のところでございますが、紙でいいますと18

ページでございます。私どもの改訂の方向性として、本論点については改訂のニーズを認

識いたします。具体的な改訂の内容といたしましては、以下のとおり提案します。原子力

発電については、カテゴリーＡ案件のセクター例示に加えることといたします。また、セ

クター例示する原子力発電についてのチェックリストを作成いたします。それから、 (2)

として、核燃料サイクルについては、現在、案件組成の蓋然性に乏しいと認識されるため、

セクター例示及びチェックリスト作成は行いません。この私どもの改訂の方向性について

異議がある、もしくはこの改訂の方向性に関する事実認識等について間違いがある等の意

見がありましたら、まずそれをお伺いいたしまして、その上で、この点についてのコメン

ト、追加的な意見がある場合にお伺いしたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。どうぞ。 

 

【原子力資料情報室 ワイトさん】 

 これを改訂するのを提案してくださって、ありがとうございました。コメントは１つだ

けですけれども、核燃料サイクルについて、現在、案件組成の蓋然性に乏しいということ

にすごく安心しました（笑声）。それ以外に何もいうことはないです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。論点23番でございますが、ほかにご意見、コメントございま

すでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。――それではないようでございますの

で、次の項目をお願いいたします。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 それでは、論点24、求められる要件についてでございます。本論点については、十分な

改訂ニーズは認識されませんでした。ただし、原子力案件に係る安全性の確認等について

は、国による安全確認制度等を所与のものとして今後も確認されることとなります。この

枠組みについては、我々としては既に公知のものであるという認識ですが、関係者のさら

なる平明な理解及び透明性の一層の確保の観点から、今後、 FAQなどにおいて明記するこ
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とを検討してまいりたいと思います。今の改訂のニーズ等についてご意見がある方、お願

いいたします。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。ただいまご説明のありました24番につきましてご意見、コメン

ト等ございましたらお願いいたします。ワイトさん、どうぞ。 

 

【原子力資料情報室 ワイトさん】 

 これについても私は特に異論はないのですけれども、言語のことだけですが、できるだ

けこれは日本語だけではなくて英語でどこかに説明する必要があると思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 ご意見ありがとうございました。英訳についてですが、今、私どもの中で定まったもの

とはなっていませんが、今現在もガイドライン、それから FAQと英訳されて、ウェブ上、

公開されているかと我々は認識しております。今後、改正ガイドラインについても、多分

そういう方向になるのかと。ここは我々はまだ認識共有できていませんけれども、多分そ

ういう方向になるかと思います。 

 

【司会】 

 では、神崎さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 私も改訂の FAQに何かしらの記載を載せていただくという方向性で特に異論はないので

すが、１つだけお願いをしたいことがありまして、今の国でやられている枠組みについて

何かしら書けるのではないかということでご検討されていくのだと思いますけれども、そ

の枠組みが公知のものというようになっていますが、実は一般市民からすると知らないこ
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となのです。ですので、もしできるのであれば、 FAQにこういう枠組みが国にありますと

いう一言だけの説明ではなく、もう少し詳しい説明を載せていただけるようにお願いした

いと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 ご意見ありがとうございました。 FAQの案文についてはまだ具体的な検討に至っており

ません。これについては今後早急に内部で検討し、調整した上で、案をご提示できればと

思います。 

 

【司会】 

 ワイトさん、ございますか。 

 

【原子力資料情報室 ワイトさん】 

 今、神崎さんがいったとおり。 

 

【司会】 

 わかりました。ほかにこの24番につきましてご意見、コメント等ございますでしょうか。

――それでは、ございませんようですので、次の25番のほうをお願いいたします。NEXI、

どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 25番でございます。協議と情報公開でございます。本論点については、十分な改訂ニー

ズは認識されませんでした。ただし、 JBIC/NEXIが情報公開の責任、あるいは説明責任を

義務として負えない情報について公開することの実施可能性や実効性、また、その態容な

どについて議論を継続すべきものと認識しております。 

 以上です。何かご意見ありましたらよろしくお願いいたします。 
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【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 方針として異論はございません。――済みません。異論が少しあるかもしれません。申

しわけありません（笑声）。ある意味、前回の繰り返しになってしまって大変恐縮だなと

思いつつ、ちょっと申し述べさせていただきます。 

 まず、原子力関連プロジェクトの安全性の確保ですとか、放射性廃棄物の適切な管理に

関しては、経済産業省がその確認を負い、 JBIC/NEXIとしてはその確認を負う立場にない

ということに関しては理解しました。それを所与として、この場では議論しなければなら

ないということなのだと思います。 

 その上で申し上げたいのですが、現在の確認体制という意味では、原子力の安全性の問

題に関しては経済産業省が行う。そのほかの一般的な環境社会配慮については JBIC/NEXI

が行う。ただ、この体制で私たちが懸念しているのは、原子力の安全性というかなり重要

な部分についての情報公開や住民協議の状況についてはだれが確認を行っているのかとい

うところなのです。 JBIC/NEXIさんは通常の環境社会配慮確認の一環としまして、通常の

環境社会配慮の情報に関する情報公開や住民協議の確認はするはずだと。ただ、現実問題、

そんな切り分けられていないはずだと思っているのです。通常の環境レビューを行えば、

必然的にそういった確認も行うことになるのではないですかと。ですから、私たちの最初

のご提案といたしましては、このコアとなる原子力の安全性などに係る情報公開や住民協

議の状況も確認してくださいよというものだったわけです。これは今も再度ご提案させて

いただきたいと思います。 

 その上で、どうしてもそれが無理だ、そういう立場にないということであれば、前のコ

ンサルテーション会合の場で神崎さんがおっしゃったとおり、安全性に関する文書が、国

によっては EIAの中に含められていれば、恐らく問題はないはずなのですが、場合によっ

ては別々に作成されていることもあるわけです。その場合、その文書に関する情報、例え

ばその文書の有無ですとか、文書の名称ですとか、公開場所などについて情報提供するだ

けでも随分違ったことになるはずだと考えております。これがこの改訂の方向性でいう②

のなお書き以下のことなのだと思います。ぜひここについては積極的にご検討いただきた

いと思っております。 
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 つけ加えるならば、私たちがこれをなぜここまで重視するのかということなのですが、

そういった重要な情報に住民が万が一アクセスできないまま、それを見過ごしにされたま

ま、融資なり付保が実施されるべきではないと考えておりまして、そういった場合はそれ

ほど多くないのかもしれませんが、ぜひご検討いただければと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 満田さん、ありがとうございました。今のまず最初のほうのお話として、 JBIC/NEXIと

してもう一度公開について積極的に考えてほしいというようなお話だったかと思います。

これについては前回も議論させていただきましたし、今回はここに書いてあるとおりの理

由でございますけれども、結果として我々の判断は、 JBIC/NEXIとしては公開できないと。

それは原子力の安全の部分について公開できないというスタンスでございます。その中で

できることというのをいろいろ考えた結果として、今のご提案をさせていただいていると

いう状況でございます。ただ、今、最後に満田さんのお話の中にあったのですが、原子力

安全性の確認に関する情報の公開を我々が仮にできないとした場合に、せめて JBIC/NEXI

としてできること、前回の会議の中で神崎さんなどからお話があったことについてできな

いかというお話なのですけれども、我々としても悩んでいるところが２つあります。 

 １つは、もちろん原子力の重要性というのは我々自身も認識するところですが、ガイド

ラインの運用ということを考えれば、セクター横断であると。セクターに差別はないと。

原子力にも原子力の特殊性があるだろうし、ほかのセクターでもほかのセクターごとの特

殊性というのが当然あって、それぞれ多分重要なのだと思うのです。でも、原子力はやは

りやってくれというお話になるかと思う。そこはどのように整理すればいいのだろうなと

我々も悩んでいます。 

 それから、もう１つは、実際何かできることが我々にあるのか。それはまじめに悩んで

いるところであります。どういう情報が現地にあるとかいうのを我々はどうやって入手す

るのか、実際にそれをどうやって確認するのか、それをどうやって公開できるのか等々、

悩むところはいっぱいあって、そういった意味で実効性、実施可能性等々も考えていくと、
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悩みどころかなと思っております。もしその辺にご意見があればお願いしたいと思います。 

 

【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 丸山さん、ありがとうございました。今、２点上げられた点については後ほどコメント

させていただきますが、私たちのした提案の前半部分について、ひょっとしたら誤解があ

るかもしれないので、念押しさせていただきたいのですが、私たちの最初の提案というの

は、要は、原子力関連案件の安全性などに関する現地における情報公開や住民協議の状況

について、環境社会配慮レビューの中に含めてほしいというものだったつもりなのです。

これについては、今、実効性というようなお話もちらりとありましたが、通常の環境レビ

ューを行う一環であれば、普通は確認するものかなとも思っているところではあるのです

が、恐らくもう安全性の問題については切り分けていらっしゃるようにも思えたので、殊

さら提案させていただいているという次第です。 

 後半のセクター横断的であるべきガイドラインにどうやってそのセクターの特徴とか特

殊性を盛り込むかですとか、それから実効性の問題についての提案が欲しいという点につ

いては、済みません。即座によい考えというものが私は浮かばないのですが、ほかによい

アイデアがあったらぜひいっていただきたいのですが、またそれも後ほど提案させていた

だければと考えております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ワイトさん、どうぞ。  

 

【原子力資料情報室 ワイトさん】 

 情報公開でここに書いてあるぐらいのことを検討し続けてくださることだけ、情報公開、

またステークホルダーとの協議の重要性を認識してくださっているというように受けとめ

ますので、それは非常に感謝しています。そして、その重要性を認めて、 JBIC/NEXIと経

済産業省の責任が分けられているのですけれども、お互いに話さないことはないと思いま
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す。だから、前向きに検討すれば、 JBIC/NEXIが手に入れる情報もあれば、経済産業省が

手に入れる情報もあるだろうと思います。そして、協力的に経済産業省と相談しながら、

何が公開されているか確認して、どういう情報、どこにあるか話し合ったら、意外と有意

義な情報をステークホルダーなどに紹介できるのではないかと思います。まず前向きに考

えることが一番重要だと思います。いろいろな問題を考える前に、何かやりたいというこ

とを最初に念頭に置けば、いいアイデアが出るのではないかと思います。しかし、結局、

私たちはいろいろ提案するかもしれないけれども、 JBIC/NEXIのほうが自分のできること

に気がつくだろうと思いますので、ぜひ JBIC/NEXIのアイデアも聞かせていただきたいと

思います。私たちも前向きに協力的に有意義な情報がステークホルダー等に行くように考

えたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 満田さん、ワイトさん、ありがとうございました。今、満田さんの最初のほうのお話で、

 JBIC/NEXIが環境ガイドラインの中でできることがあるのではないかというものでしたけ

れども、それは我々のスタンスはクリアでして、原子力セクターを基本的に特別扱いする

ものではなくて、他のセクターと同じように環境社会配慮の確認は当然実施する。その中

で審査するものは審査するし、ということでございます。それ以外の手続について、例え

ば情報公開、ここでも書いてありますけれども、それは通常の案件と同じように対応して

いきたいということでございます。 

 仮にさっきお話の中で、原子力の安全性の確認についての作業はどうなのか。これは従

前からご説明させていただいていますが、基本的に環境社会配慮のガイドラインの枠組み

の外でそれを確認する制度ができ上がっている。それは、１つにはIAEAを頂点とする国際

的なフォーラムの中で確認がされるようになる。そこに書かれてあることというのは、原

子力発電所の安全に関してというのは、基本的には事業実施国の責任ですということで、

その中でIAEAの審査基準に沿った形で事業実施国はいろいろ確認されているのだと思いま

す。 

 それから、我が国の場合は、それに加えて経済産業省が安全確認制度というのを設けて
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安全を確認している。したがって、 JBIC/NEXIは、経済産業省の安全確認がされたものに

融資なり保険付保なりしていくという制度になっている。そういう切り分けでございます。

ここについては何ら変わるものがないというか、従前にご答弁させていただいたとおりで

ございます。 

 では、その上で我々が今できることは何なのかというのがただし書きで書いてあるとこ

ろでございますけれども、そのやり方等についてもしアイデアがあれば、また紙でいただ

ければと思います。なければいただかなくても結構ですし、あればアイデアとして、また

１週間とか２週間ぐらいの間にいただければ、我々としては頭を悩ますことができると思

います。 

 それから、ワイトさんのところで経済産業省とのお話などが出ましたけれども、今後と

も我々は経済産業省と密接に連携をして、いろいろ作業に努めていきたいと思っておりま

すので、今後ともよろしくお願いします。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにこの点につきましてご意見等ございますでしょうか。

よろしゅうございますでしょうか。――それでは、次の26番の論点のほうでお願いいたし

ます。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 丸山】 

 26番、20ページでございます。第三者機関の設置でございますが、本論点については、

十分な改訂ニーズは認識されませんでした。 

 以上でございます。何かコメントがございましたらお願いいたします。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。この点につきましてご意見、コメント等ございましたらお願

いいたします。よろしゅうございますでしょうか。――それでは、特にコメント、ご意見

等ございませんようですので、次。もう、一度休憩をとられたということのようでござい

ますので、時間も押しておりますので、このまま続けさせていただきたいと思います。と

いうことで、次はこの総括表の１番に戻るということでございますけれども、１―１とい

うところから順番にやっていきたいと思いますので、１―１はJBICでしょうか、NEXIでし
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ょうか。――では、JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 ここの後のところの進め方なのですけれども、ワン・バイ・ワンというやり方もあるか

と思っているのですが、ちょっと時間のことも気になっておりまして、どういうやり方を

するかということについてNEXIさんから提案をいただこうかなと思っていまして、その上

で進め方を決めたいと思います。 

 

【司会】 

 わかりました。では、NEXI、そうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 NEXIのというよりは主催者側からの議事運営のご提案なのですけれども、この後、総括

表で並んでおりますとおり、枝番を入れると30個ぐらい非採択の案があるのですが、私ど

もが申しているとおり、非採択ということですし、理由のほうはこちらに書いてございま

す。昨日の議事運営でも申しましたとおり、基本的にはご意見をいただくまず冒頭のとこ

ろとして、その結論に反対であり、かつ審議を尽くしたいと具体的な事実誤認、あるいは

論じ尽くしていない観点があるというところでございまして、こういうものがある場合に

は当然審議を行いますし、必然的に時間がかかると。他方で、そうではないと。結論に反

対される方がいらっしゃらないという場合には、この場合、改訂案、文言の修正というの

もありませんので、クラシフィケーション等、ご質問があればという形になりますので、

比較的短時間で終わると。 

 まことに申しわけないのですけれども、２日間で審議をして、お盆休みということもあ

りまして、次回は８月の下旬ということで少し間があいてしまうこともあります。ありて

いに申し上げますと、28回行えるのかどうかということはさておき、私どものほうもいろ

いろご注文、ご意見も伺いつつ、改訂案をつくらなくてはいけないというところがござい

まして、正直なところ、日程的な事情として、復活的に改訂になったものは案文をつくら

なくてはいけませんので、そうした可能性のあるものから先に審議して、結論として非採

択でよろしいものというのは、それに続いてやりたいということでご提案させていただく

のですが、よろしゅうございますでしょうか。 
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【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 済みません。稲川さんのただいまの発言、ちょっと意味がとれなかったので、申しわけ

ありません。再度ご説明願えますか。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 済みません。もう一度申し上げます。今から項番順に挙手を求めていきますので、個人

として非採択であることに対して反対であり、かつ具体的なその理由を述べて審議をした

いという項目があれば挙手をお願いします。それを最後の追加14まで行った上で、挙手の

あったものから項番順に行う。挙手のなかったものは、フロアとしては非採択であること

の趣旨については基本的に同意という形で、すべて審議をするものが終わってから回すと

いう形をとりたいと。 

 

【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 時間の関係がありますので、やり方としてはそのような形で、一たん議論すべきものを

洗い出していただくということで構わないかと思います。ただ、私たちも提案した中で、

例えばこれまでの議論の中でなるほどと思った部分はありますし、いや、まだ納得してい

ないと。もっといろいろなことを申し上げたいが、これまでの議論の経緯から、 JBIC/NE

XIとこれ以上議論しても、これはなかなか動かないだろうと思って議論しないというポイ

ントもありますので、そこで手を挙げなかったということが納得したというように解釈さ

れると困りますので、その点だけ注釈をつけさせていただいて、しかし、私たちとしては、

この場で議論する価値があるものについて絞って議論させていただきたいということにつ
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いては特段異論はありませんので、そのように進めていただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 承りました。基本的に手が挙がらなかったから議論の一切を省略するということではあ

りませんので、最終的には54問すべてに時間はおとりしますので、申したいことがあれば

ご遠慮なくご意見をいただければということで始めたいと思います。 

 それでは、時間も限られておりますので、カウントいたしたいと思います。総括表の３

ページ目、下段のあたりからの非採択提案のところをおあけになってください。１の①と

いうのは歳入の透明性の基本方針についてです。これをぜひ採択すべきだという方は挙手

をお願いいたします。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 そういう問いかけだと厳しいので、ここで時間をきちんととって議論したいというもの

について手を挙げるということで。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 では、何もいわずに項目で打ち切ったら速やかにお手をお挙げください。論点１の①、

歳入の透明性、基本方針。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 コメントはその後ですよね。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ええ、コメントはその後ですから。 

 

【FoE Japan 神崎さん】 

 では、いいです。 
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【日本貿易保険 稲川】 

 論点１の②、歳入の透明性、ガバナンスリスクのレビュー。――論点１の③、歳入の透

明性、情報公開。――論点５、人権状況の把握。――論点６、社会配慮基準に関する態度。

――論点13、ステークホルダー対応。――論点14は先ほど審議をいたしましたので、終了

でございます。論点18、地域住民との協議。――論点19の①、社会的合意の形成、ステー

クホルダー分析。――論点19の②、社会的合意の形成、情報公開。――論点27、異議申し

立て期間。――論点29、JBIC様で行われている諸所の事前調査。――追加論点１、追加設

備を伴わない権益取得案件。――追加論点２、実施状況調査の透明性確保。――追加論点

４、紛争地での案件。――追加論点５、汚職の防止。――追加論点７、戦略的環境アセス

メントの導入。――追加論点８、グッドプラクティスの積極的採用。――追加論点９、環

境社会配慮の確認手法の明確化。――追加論点10、融資／保険付保の謝絶プロセスの明確

化。――追加論点11、特定グッドプラクティスの明示。――追加論点12、 WWFとの環境審

査連携。――追加論点13、 EIA等に不備時の対応過程及び結果の公開。ちょっとわかりづ

らいのですけれども、JACSESさんの提案された１つ目の論点。――追加論点14、これが最

後になります。カテゴリーFIの環境レビュー等。――田辺さんのは最後の番号に対してで

すね。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 はい。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ご協力ありがとうございました。したがいまして、ここから先の審議につきましては、

４ページの真ん中ぐらい、追加論点１、追加設備を伴わない権益取得案件、次に追加論点

14、カテゴリーFIの環境レビュー等、この２件を先んじて行いました上で、後はテキスト

の３ページ目、非採択案件の項番順に最後まで進めたいと思います。ご協力ありがとうご

ざいました。 

 

【司会】 

 司会者をやっていただきまして、ありがとうございました。 

 それでは、ただいま、この場で２つ議論をしたほうがよろしいということで、追加の１
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番と最後です。ということでございますので、まず追加１の論点でございますが、追加設

備投資を伴わない権益取得という項目につきまして。それでは、これまでのやり方という

ことで、まず JBIC/NEXI側から簡単に説明をしてというやり方でよろしゅうございますで

しょうか。――それでは、追加１についてお願いいたします。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 追加論点１からということで、こちらの方向性の紙、21ページからということになりま

す。21ページから22ページにわたってということになるのですけれども、この部分につい

ての私どもの認識、非採択案件ということでそのとおりなのですが、改めて申し上げます

と、本論点については、現時点では十分な改訂ニーズは認識されませんでしたということ

になります。若干簡単に説明しますと、追加設備投資、これを一律Ａにしていただきたい

というようなご要望だったのですけれども、この改訂ニーズは認識しませんでしたという

結論になっております。この件に関しましてご意見等を伺いたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 この追加論点１はメコン・ウォッチから提案させていただいた論点なので、まず私から

意見を述べさせていただきたいと思います。 

 これまでのコンサルテーション会合のプロセスで相当の議論を、紙ベースでも、また口

頭ベースでも積み重ねてきている中で、最初のほうに稲川さんが共有と納得ということを

おっしゃっていたかと思うのですが、そういったものが相当積み上がってきたなと思って

いるのですが、幾つか私は余り納得できないと。いまだに納得できないという論点があり

まして、この追加論点１というのもその１つであります。 

 まず、今から私が申し上げることは、 NGOの間で合意されたポジションというわけでは

なく、メコン・ウォッチ内部では合意をとれているのですが、あくまでメコン・ウォッチ

としての意見ということで申し上げさせていただきたいと思います。いろいろあるのです

が、主に現段階での私たちの認識というものが５つ、それから提案というものが２つあり

ます。ちょっと申し上げさせていただきたいと思います。 
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 １点目ですが、最初に私たちが提案――私たちというのはメコン・ウォッチですが、メ

コン・ウォッチが提案として、追加設備投資を伴わない権益取得についてはカテゴリーＡ

にすると。影響を及ぼしやすいセクターについてはカテゴリーＡにするということを提案

させていただきました。カテゴリーＡにするということは、必然的に EIAを出してくださ

いということを意味するわけで、その後のいろいろな議論の中で、ちょっとこれはむちゃ

な提案だったなと私どもは認識しているというのが１点目であります。 

 それから、２点目として、前回の議論の中で、必ずしも追加的設備投資を伴わない権益

取得についても自動的にカテゴリーＣにしているわけではないと。現状でどのような環境

影響が起こっているのか、あるいはそういったことについて外部から意見表明がなされて

いるかどうかといったことについてみた上でＣにしているのであって、それはＣにならな

い場合もあるということについては前回のご説明で理解するに至ったということが２点目

であります。 

 それから、３点目です。これは実は前回の場では余り議論されていないのですが、現行

のガイドラインのカテゴリーＡないしカテゴリーＢの環境レビューの規定というのをみる

と、やはりこれは必ずしも操業中のプロジェクトというものにはぴったりフィットしない

のだろうなと。すなわち、今から建設をし動かすぞというものについてを想定した環境レ

ビューの規定になっており、恐らく既に動いていますと。これに権益を今から取得します

というものについて、このカテゴリーＡないしカテゴリーＢの環境レビューの文書をその

まま適用するのは難しいのかなということを、私たちとしてはその後いろいろ検討して、

考えに至っているということがあります。 

 一方、前回の議論の中でも、私たちとしてなかなか理解に苦しんだ点というのが２点ほ

どあります。１点は、まずガイドラインがどういう意義をもっているのだろうということ

ですが、ガイドラインは、JBICが、あるいはNEXIが環境社会配慮確認においてどのような

ことをするのか、そのコミットメントを示し、そして私たちにしてみれば、それをてこと

して、ガイドラインには書いてあるけれども、やっていないのではないですかということ

をJBICやNEXIの皆さんと議論するための重要なツールであるわけですね。どうもやはり前

回の議論を聞いていても、このカテゴリーＣに位置づけるという中で、 JBIC/NEXIさんが

実際にやっていらっしゃるとおっしゃている内容と、ここのガイドラインに書いてある内

容が同じだというようには私たちには思えない。そういう中で、この文言をみれば、権益

取得であればカテゴリーＣになりますよといわれてしまうと。そして、カテゴリーＣにな

 

68



ってしまえば、環境レビューは行いませんよと書いてあると。私たちはそういう説明をさ

れたときに、何をてこにこれ以上議論すればいいのだろうと。もし実際にこのカテゴリー

分類の段階できちんとみていますよという実態と、このガイドラインという外部とのコミ

ュニケーションの１つのツールとの間にそごがあるということであれば、それをきちんと

直していくべきではないかということを思います。 

 それから、認識５点といった最後になりますが、前回、特段の環境影響が予見されない

セクター及びプロジェクトの例示として、この権益取得の場合が入っているということに

ついて、若干の議論がありました。やはり例示の中に何かが書かれていれば、自動的に環

境影響は予見されませんよねという判断をされても仕方がないというのが通常の読み方で

あると思います。例えば――例えばといっておもしろい例えが思いつかないのが稲川さん

との違いなのですが（笑声）、昨日、論点９の議論の中で、重要な関連文書というものに

ついて議論しました。例示として、例えば脚注に住民移転計画はそれに含まれるというこ

とを書いたときに、住民移転計画が重要な関連文書に当たらないですよねという議論は普

通は出てこない。それは必ず当たるという前提で例示というものはなされるのであろうと。

そのように考えると、やはりここに追加的設備投資を伴わない権益取得というのが環境影

響が予見されないプロジェクトの例として挙がっている以上はそれに該当するので、すな

わち権益取得案件なので、これはもうＣですよといわれても、私たちとしてはなかなかそ

れ以上太刀打ちができない。このガイドラインに基づいて私たちが議論するのは難しいと

いう意味で、この例示というのは本当に適切な例なのだろうかということは、私たちとし

てはいまだに疑問に思っているということがあります。 

 提案を２点と申し上げました。２点提案をするという意味は、最初の私たちが提案した

影響を及ぼしやすいセクターの場合はカテゴリーＡにするという提案に変えてということ

になります。環境影響が予見されないプロジェクトの例示の中から、追加設備投資を伴わ

ない権益取得というのを削除していただきたいというのが１点目の提案であります。 

 ２点目の提案は、その後、カテゴリー別の環境レビューの文章というのがありまして、

カテＡのときはこうします、カテＢのときはこうします、カテＣは何もやりませんと。FI

もありますが、ということが書いてあります。恐らく操業中のプロジェクトに関する環境

レビューというのはこれにはフィットしないのだろうなということは思いますので、その

後に、カテゴリー別の環境レビューの一番最後のところに、操業中のプロジェクトについ

てはという書き出しで、具体的に操業中のものについては何をみるのかという内容をガイ
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ドラインの中に盛り込んではどうかということを思いました。もしこの点について前向き

に検討していただけるのであれば、こういうことを盛り込んだほうがいいのではないかと

いうことについても具体的に提案させていただきたいなと思っています。 

 ちょっと駆け足になりましたが、以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 福田さん、どうもコメントをありがとうございました。幾つかコメント、それから提案

をいただいたのですけれども、私ども前回のご提案、ご説明をしまして、カテＡにするの

はむちゃだろうということでご理解いただいた点は感謝申し上げたいと思います。それか

ら、私どもの実際のスキームというか、実際の運用をご理解いただいた点もありがたいと

思っております。 

 それから、３点目にいただいたコメントだったかと思いますけれども、現状のガイドラ

イン、これが１つ、操業中のものにマッチしていないのではないかというようなご意見だ

ったと思いますが、それが多分、ご提案の２番目に結びついたのかなというところかと思

っております。それに関しては、そのご提案のところでの考え方に関してご説明したいと

思います。 

 それからあと、ガイドラインというのは NGOの方々と我々とのコミュニケーションのツ

ールというご意見がございました。これは私、個人的には、ガイドラインはもちろんツー

ルになるのですけれども、個別案件に関しましてもしご意見があるのであれば、私どもは

常にオープンな立場でありますので、必ずしもこのツールを用いなくても個別案件でのお

話というのは、こういった機会ではないのですけれども、別にできるのかなと思っており

まして、必ずしもこれだけではないというようなことかなと思っております。 

 それからあと、これもご提案のところでの結びつきになるのですけれども、例示として

権益取得がどうかなというところのご意見でございました。すべてカテＡにするというご

提案ではなくて、今回はカテＣの例示から削除するというご提案に関してなのですけれど

も、前回、私どもがご説明しましたところとも一部かぶっているのですが、通常の場合、

こういう権益取得案件というのは操業中の案件ということがあって、大方の場合は対策が
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なされていて操業されているというのが常識的な考え方かと思っておりまして、一般的に

は通常の場合、ここに追加投資を伴わない権益取得案件が入っているということに関して

は不適切なことではないと。むしろ、そちらのほうが事例が多いと私どもは考えておりま

すので、そこからあえて削除する必要はないのかなというところの考え方です。 

 それからもう１つなのですけれども、操業中のプロジェクトに関するレビューについて

なのですが、これは今のガイドライン、操業中のプロジェクトに関して必ずしも合ってい

ないのではないかというところなのですけれども、操業中のプロジェクトに関しましては、

一般的には我々、モニタリングの結果だとかそういったものでプロジェクトの状況という

のを知ることができます。また、仮にそのモニタリングの結果で、何かちょっとおかしな

ことが起こっているとか、そういったことがあった場合なのですけれども、その状況を把

握した上で、改めて例えばお客様のほうに EIAをお願いするとか、そういったことも可能

性としてはもちろんあるわけです。ですから、必ずしも合っていないというわけではなく

て、最初の段階としては我々、モニタリング結果等で十分判断できると考えておりますの

で、今、このガイドライン自体を改訂する必要性は感じていないというようにまず申し上

げたいと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見ございますでしょうか。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 今のご説明の中で、権益取得の案件は操業中なので、大方対策がなされているから、要

はカテゴリーＣである例が多いというように理解したのですが、そこら辺が私はいま一つ

理解ができておりませんで、操業中でもちろん対策がなされているのが普通なのかもしれ

ないのですが、操業中といえども、要は建設前段階であろうが、操業中であろうが、各フ

ェーズにおいて例えばいろいろな廃棄物ですとか水質関係とか、それなりの環境影響は常

に生じ続けているわけです。ですから、みるべきポイントはいろいろあろうかと。カテゴ

リーＣというのは、私の理解では、これ以上環境レビューはしなくてもいいですよという

分類なのだと思うのです。ですから、操業中であることが、すなわちカテゴリーＣに当た

るということは、私はいま一つ腑に落ちないのです。 

 それから、この話は、当初のガイドラインの策定が円借款ですとかそういったものも含
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まれた形なので、建設前段階というのを念頭に置いてつくられているなということは私も

感じるものなので、これは確かに難しい話だと思っています。ただ、もしNEXIさんのお考

えが、例えばどなたかが建設前段階でもう既にみているからよいですとか、過去の建設前

段階の環境社会影響についてはみなくてもいいとか、操業段階の影響はみなくていいとか、

そうはおっしゃっていないのだと思うのですが、そういうことであるなら、それは違うの

ではないか。すなわち、即座にカテゴリーＣにはならないというのが私の意見でございま

す。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。NEXI、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 佐藤】 

 満田さん、ありがとうございました。ご質問の件で、操業中であるからといってカテゴ

リーＣにしてしまうのはどうなのかというところなのですけれども、操業中だからといっ

て物すごく悪影響を及ぼしているものが 100％ないかどうかというと、そこはわからない

ところはもちろんあるかもしれません。ただ、私ども、まず環境審査をするというときに、

どういう意義があるかといいますと、私どもはプロジェクトを審査して、環境審査をする

際に、通常の場合は EIAがあります。 EIAというのはどういうものかというと、予測の評

価がなされているわけです。その時点では実際に動いていないので、わからないプロジェ

クトだということになるわけです。そういったものを EIAの評価だとかいろいろな状況等

を把握して私どもは審査をして、それが今後うまくいくかどうかを判断していくというこ

とになるわけです。そういった今現実にわからないようなところとかをある程度判断して

やっていくというのが審査のプロセスになっておりまして、今実際に動いているもの、そ

れでモニタリング上、特に異常がないというようなことであれば、そういったことをする

必要が基本的にありません。ということで、私どもは、そういう場合はカテゴリーＣにす

るというような形になるのだと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。田辺さん、どうぞ。 
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【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 先ほどモニタリングレポートで確認をしているのですという話があったのですが、現行

ガイドラインでモニタリングレポートを確認するのはカテゴリーＡ及びＢなわけです。カ

テゴリーＣにおいてモニタリングレポートを前提にするということは、少なくともそうは

なっていないのです。でも、実際にこういった大規模な探鉱の案件とか採掘産業の案件で、

例えば権益取得があった場合に、モニタリングレポートを確認しているというのであれば、

やはりここのモニタリングの箇所に、カテゴリーＣにおいてもモニタリングするものがあ

るのですという話なわけですよね。やはりガイドライン上、先ほど福田さんからはカテゴ

リー分類のところで話があったわけですが、ガイドライン全体の流れを通してみても、カ

テゴリーＣでモニタリングレポートをみますという話は、実際にやっていることとガイド

ラインの流れというのは違うのではないかなと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤井さん、どうぞ。 

 

【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 この議論は前回のたしか某１件、ミャンマーか何かの案件ですか、そこであったという

ことでこれが出てきたと思います。そのときの議論を蒸し返すつもりはないのですけれど

も、だからといって全部を全部、網でくくるのはやめてくださいというのが我々の意見だ

ったのです。先ほどの議論の中で、操業中だから何でカテゴリーＣと結びつくのかよくわ

からないというご意見がありましたが、これは権益取得ですから、どちらかというと、コ

ントラクターの話ではなくて事業投資になると思うのです。事業投資からみますと、やは

り操業中のものですから、これから操業を始めようというものよりは、操業中のもののほ

うは現実に企業としては環境リスクというものも十分みていくと。その意味で、操業中だ

からカテゴリーＣで、日本の企業がとにかく権益で買ったものは、環境リスクなどやはり

あなたちはみないのですよねという、どうもそこの発想があるような気がして、どうして

も納得できないところがあるのです。簡単にいうのですけれども、負担が結構あるので、

実務的な点からもぜひこれは取り上げないでいただきたいというのが我々の希望でありま

す。 
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【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ２点整理をしたいのですけれども、恐らく今、藤井様のいわれていたのは根本的な懸念

のところで、今回の再提案の中で聞く限りは、そこのところはそうは申していないのだと。

むしろ話としては、私どもの現行の運用、これは非常によくやっている――自分でいうと

よくないのですけれども――という中でガイドラインとの乖離がある。その意味で、ガイ

ドラインの性質をかんがみるに、書くのであれば書いていただきたいという部分と、あと

それでカテゴリーＣは、実質そのようにみているのだったら例示から外してくださいよと

いうところが根幹だと理解します。 

 その上で１点申し上げたいところは、今ちょっと出ている中で、これはNEXIだけなのか

もしれないのですけれども、私どもはガイドラインに即してやっていますし、レビューを

スクリーニングに先立ってやっていることはない。まして、モニタリング報告書を読んだ

からモニタリングをしているというのは、読み方として間違っている。私どものガイドラ

インの中の３ポツ①、スクリーニングはスクリーニングのやり方を定義しておりますが、

カテゴリーに分類するというスクリーニングの定義の後に、NEXIは、必要な場合には、輸

出者等に追加的な情報の提供を求めることがあると。まさに追加的な情報を求めている。

この点を一つ一つ何をみるのかということを書くことは、むしろ私たちがなるべくスクリ

ーニングを誤らないようにやるということが大事ですよね。まさに外形的なところだけを

みて、ぺぺぺのぺで、本来Ａの可能性のあるものをＣにしているなどというご批判、この

間あった。そんなことがあってはいけないがために、必要な限りは掘り下げてみていくと

いうところを書かんがために柔軟な書き方にしている。 

 ここでモニタリングはみる、何はみるというと、２つの問題がある。１つは、藤井さん

が申されたように、一律にすべてのその資料をとることは、追加設備を伴わない権益取得

の案件におけるカテゴリーＡになるようなものの蓋然性を考えれば、お客様への負担が著

しく起き、私どもはこれの多くのものは、つまり苦情がない、パフォーマンス上、問題が

ないというものがカテゴリーＣの典型的な類例であるという考え方に何ら問題がない以上

は、これはお客様に過剰な負担をかけるという点で反対であると。 

 もう１つは、一個一個書いていったときに、それさえ出せばいいのですかということで、
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追加の資料とかがとりたいのだったら、まずカテゴリーＡかＢに分類してからやってくだ

さいよと。変な話、そんな悪い人はいないけれども、実施者が、あるいはお客様が居直っ

てしまったら、私たち、もう追求できないわけです。NEXIさん、それはモニタリングのと

きにやってくださいよといわれたら、できなくなってしまうわけです。一見、非常によい

ご提案なのですけれども、そういう部分では、かえって手を縛ってしまうのかなというと

ころがあります。だから、なかなかいいところというか、あえて時間をとって話す上で、

ここの部分の、実際できなかったとおっしゃっているものが１件であれあったことを考え

れば、時間を割く意味はあるのですけれども、もう少しオール・オア・ナッシング的なも

のではなくて、何を気をつければいいのだろうかと。それはガイドラインを直すことでし

か直らないのだろうかというところでもう少しご提案がいただけたら、ありがたいなと思

うところでございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 私が先ほどから申し上げているのは、ガイドラインが私たちにとって１つのツールであ

るという言い方をしたのは、要するに、このままの現行の条文であるとまずいものが、し

かし、追加的設備投資を伴わない権益取得であるという理由でＣになったときに、私たち

はこのガイドラインをてこにこれ以上いうことは困難だろうと。少なくともこのガイドラ

インの文言はそう読めるから、ガイドラインの文言を変えていただきたいというように申

し上げている。それが１点です。 

 ２点目は、藤井さんの先ほどの点なのですが、前半部分については特段コメントしませ

ん。例えばスクリーニングの結果として、今とは違ってカテゴリーＢになりましたという

ときに、大変な負担があるとおっしゃったのですが、例えば通常のプロジェクトと違って

権益取得の案件について、これが環境レビューの対象になったというときに、どのような

負担が具体的にあるのかということを教えていただければ幸いです。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤井さん、お願いします。 
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【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 既に操業中のものを、また要は最初からこれを振り出しからやれということになるわけ

ですよね。 EIAがありますか、あるのだったら出してくださいと。そしてさらに、これは

ちゃんとガイドラインに書いてある、ちゃんとこれは EIAはこのとおりつくったのですか

という話になってくるわけではないですか。これ、どうして負担は全くかからないという

ようになるのですか。 

 

【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 恐らくそういうご懸念が前回の議論の中であるだろうなということで、必ずしもカテゴ

リーＡに自動的に分類するのではないと。それは EIA報告書があるものはもしかしたらみ

るということになるかもしれませんが、それはカテゴリーＢという形になって、そこまで

は必要ありませんよねというものも多分あるでしょうという形で今回のご提案をさせてい

ただいているということはご理解いただければと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ちょっと質問の方法を変えます。最初にいっていた、私たちがこれ以上てこ入れができ

ないという趣旨がもう１つ実はわかっていないのですけれども、要するに、追加設備を伴

わない権益取得を私たちはカテゴリーＣの蓋然性が高いと。アプリオリとはいわないけれ

ども、それは類例にする程度の要素であると思っていると。ひょっとすると、ご提案され

ている皆さんはそう思っていなくて、そこの中に、うさん臭いというと、また産業界さん

とコンフリクションが出てしまいますけれども、そうではなくて、カテゴリーＡやＢにな

る蓋然性も、つまりフラットに、ＡになるかＢになるかＣになるかわからないから、ちゃ

んとみなさいよと。てこといいたいのかと。だから、カテゴリーＣにしてしまうと、情報
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も何も出ないから、何も介入できないけれども、その中にＡやＢのものがあるのではない

ですかということなのですか。 

 

【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 今の稲川さんの問い合わせ、実はきちんと理解できたかどうかはよくわからないのです

が、それはこの議論のというか、前回のこのポイントを議論した際のコンサルテーション

会合のときから申し上げているとおり、現在、カテゴリーＣになっているものについて疑

義があるというように私たちとしては考えているから、このような提案をさせていただい

ているということであります。 

 もう一点つけ加えですが、前回のコンサルテーション会合のこの点についての議論でも

出ていましたが、やはり権益取得なのでカテゴリーＣですよというような説明をされたこ

とがあるというのは、私は事実としては非常に重いと思うのです。それは、そういう事例

について事実がどうだったのかとか、そういうことはいろいろあると思うのです。しかし、

そういう説明がやはり可能なガイドラインなのだということが、多分このガイドラインの

普通の読み方だと私は思う。もしそうでないというのであれば、違う書き方をしたほうが

いいのではないかなと思っています。 

 以上です。 

 

【司会】 

 宮渕さん、どうぞ。 

 

【宮渕さん】 

 ちょっと私の理解が間違っているのかもしれませんけれども、カテゴリーＡとかカテゴ

リーＢというのは、新たな環境社会影響があるかどうか、これを審査するためであるとい

うことで、例えば追加投資がない。そのまま継続している事業に資産を投下するというこ

とについて、そういった定義からいって、本当にカテゴリーＡとかＢというところに入る

のかと。私はそういう基本的な認識の違いが１つあるのではないかと思います。いろいろ
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個々の問題では、従来の事業を継続することにおいてどういう問題があるか、そういう視

点の意見はあるかと思いますけれども、基本的には今いった論理ではないかと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。波多江さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 波多江さん】 

 先ほどの稲川さんのご質問に対して福田さんがお答えになっていますけれども、補足と

してつけ加えさせていただきます。前回のコンサルテーションの中では、事例は１件しか

挙がっていなかったというようになりますけれども、私も個人的にはほかの案件というか、

ほかの事例も実は知っているものですから、例えば石炭火力発電所の追加設備投資を伴わ

ない権益取得ですとか、そういった案件をみておりまして、やはりカテゴリーＣになって

いたと。しかしながら、その案件では、やはり大気汚染ですとか健康被害が周辺の住民に

起きていまして、そういったものでなぜカテゴリーＣになるのですかというような議論は

一度、実はJBICさんとさせていただいたことは個人的にはございまして、私たちの問題意

識としては、追加設備投資を伴わない権益取得というものがカテゴリーＣになる蓋然性が

高いとは思っていないというところが、やはり問題意識としてあるということです。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 結局、蓋然性という言葉はガイドラインには出てきていないわけだけれども、蓋然性と

いう言葉は、失礼だが、余り理解されていない。蓋然性というのは、あなたのみたものが

１件とか２件とか、何件積み上がっても、すべてのもので考えなければいけない。私たち

はそこをいっているわけです。一般概念として全く当てはまらないというのだったら、例

示は不適切でしょう。しかし、普通に考えたときに、追加設備投資。新しくつくっていな

くて、単に権益をとりましたというときに、普通に動いていて、全部当てはまるのかとい

うと、環境影響が緩和されなくて基準値を超えていたりとか周囲の人にご迷惑をかけてと

いうことが全部明らかなのかと。全部そうなのかと。そうではないのでしょう。何件ある
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というところはさておき。 

 蓋然性が高いのか低いのかというこちらの質問に対しては、答えがこれもあります、あ

れもありますというだけで全く答えていない。ただし、これに対していった、いわないと

いう話ではせんなきことですし、こっちのほうでそう答えたといっている人たちも出てこ

ない以上は、そこは問題の本質ではない。むしろ読むべきところは、この環境ガイドライ

ンのカテゴリーＣから外すということは本質ではないと。つまり、先ほど宮渕さんも触れ

られていたとおり、カテゴリーＣとは負の環境影響が最小限か、または全くないと考えら

れるプロジェクトであると。これは疑いはない。その類例の１つはあくまで、通常特段の

環境影響が予見されないセクター、またはプロジェクトである。そこの中のさらに例示と

して、追加設備を伴わない権益取得があると。 

 ここにあえて、このガイドラインがなぜそのような誤解を生んでいるのか。双方に誤解

を生んでいるということですよね。これがあったらアプリオリにそうなると皆さんは読ま

れていたし、では、その一方で本当にいたのだとしたら、ぺぺぺのぺで追加設備取得だか

らＣなのですと思っていた人が職員の中にいたのだとしたら遺憾なことではあるけれども、

いないと思いますが、仮にいたら、それはこの書きぶりがよくないということでしょう。

それはカテゴリーＣの例示になっているからではなくて、むしろ、通常特段の環境影響が

予見されないとは何かということが、先ほどうちの佐藤からあったように、例えばモニタ

リングまでみています、あるいは苦情が出ていないことですというような、私どもの審査

のプロセスがここの中で触れられていればいいことではないですかと。すなわち、通常特

段の環境影響が予見されない――予見される場合というのがあり得るわけですよね。モニ

タリングが基準値をばんばん超えていますとか、周囲の人から苦情が出まくりですとか。

そういうことであれば、それはＣに該当しないということがわかれば、例示にあるかない

かは問題ではないということです。 

 すなわち、既存設備のメンテナンスということもここに例示で入っているけれども、例

えば変なのですが、何か有毒なものを使っている化学プラントのお掃除をしますと。メン

テナンスをしますとかオーバーホールをしますというときだって、有害物質が飛び散るか

もしれないから危険ですとか、そういうことはあるかもしれませんよね。例えは悪いので

すけれども、アプリオリに該当しないという点では、既存設備のメンテだって、追加設備

を伴わない権益取得だって、必ず例外はあるのです。だから、そこのところがなぜ権益取

得だけにいっているのかというところが必ずしも論理的ではないと思いますし、むしろ今
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のところで、歩み寄りといっては変ですけれども、そこに誤解があるというだけだったら、

それはガイドラインの基準を動かすのではなくて、私たちが何をしていて、どういう判断

でしているのかを補足すればいいだけではないかと。読めていないというけれども、恐ら

く私たちはこの形で――判断するのは私たちで、産業界の皆さんが追加設備を伴わない権

益取得ですと書いてきているわけでもないですから、私たちは判断していますし、産業界

の方も理解しているから、ここは通常特段の影響がないということをお忙しい中るる説明

をされてやられているので、逆にユーザー側の中では余りそのそごは起きていないのだと

いうことも申し上げたい。むしろ誤解を与えているのだったら、 FAQなりでご説明しまし

ょうかということはちょっといっていみました。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見ございますか。福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 短く。１点は、例示というものに対する考え方がなかなか埋まらないなということは今

でも思っています。論理的に考えて、例えば既存設備のメンテナンスも削除すべきという

話なのかといわれると、それはそうですと答えたくなってしまうので、そうだと思うので

す。それは論理的に考えればそうなると思います。それはおっしゃるとおりだと思います。

ただ、私たちは、具体的なそういう事例があったので、問題意識をもってこの点について

ご提案しているという趣旨であります。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにご意見、コメント等ございますでしょうか。JBIC、ど

うぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 例示ということの意味、ニュアンスでもっての見解の違いということなのかなと思って

いるのですけれども、やはりガイドラインの中でも、今、私どもが追加設備投資を伴わな

い権益取得というものに対してどのような実務上の取り扱いをしているのかと。まず、本
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当にスクリーニングフォームの中でスクリーニングがかかっているような格好になってい

ますし、さらには環境ガイドラインのスクリーニングのところにおいても、私どもの環境

ガイドラインの中にいろいろなことを勘案しカテゴリー分類を行うとなっているわけです

けれども、その中に、周辺地域の環境及び社会の状況等ということになっている。それか

ら、地元の住民の方々の反対等があれば、それがスクリーニングフォームの中に書かれる

ことにもなり、かつ、今申し上げた社会の状況等を勘案しカテゴリー分類を行うというと

ころからすれば、オートマチックにカテＣということにはならないと思っているわけです。

実際、そう解釈しているわけです。実際、実務はそうやっている。というところからして、

やはり追加設備投資を伴わない権益取得というものを例示から外すということのインパク

トも勘案すると、私どもは、これは原案どおり、原文どおりの維持ということだろうと思

っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにコメント、ご意見ございますでしょうか。どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 例示のところではなくて、次の実際操業しているプロジェクトについて追加設備を伴わ

ない権益取得をする場合に、そのやり方、今、るるご説明いただいたのですけれども、そ

のことをガイドラインにもう少し書いたほうがいいのではないかという提案が大体の提案

としてメコン・ウォッチから出ているわけです。そのことについてちょっとお伺いしたい

のですが、操業しているプロジェクトなので、モニタリングなどをみて、問題が起きてい

ないか、苦情が来ていないかどうかというようなことは、スクリーニングをするときにみ

ているのだというご説明だったのですが、過去に起きた問題について適切な救済がなされ

ているのかどうかということはみているのかどうかということをお伺いしたいのです。 

 例えば、わかりやすい例でいうと、非自発的住民移転が起こりましたと。もうプロジェ

クトは操業しているから、それは前に戻れないのはいいのですけれども、その補償が適切

でなかったということがあって、それについてはもう既に完全に補償をもう一回事業者が

し直しているのかどうかとか、そのようなことはみているのかどうかということを聞きた

い。人権団体としては、侵害があるかどうかということではなくて、その後、適切な補償

がなされたかどうかというのが重要な問題なものですから、その点についてお伺いしたい
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と思っています。 

 

【司会】 

 稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 みておりますというか、スクリーニングフォームの中で、既存のプロジェクトにおいて

苦情はないかという苦情の有無を確認しておりますから、苦情があるのであれば、お客様

は苦情があると書きますから、それは何ですかと確認しております。 

 

【司会】 

 藤井さん、どうぞ。 

 

【日本機械輸出組合 藤井さん】 

 今の例で、過去の住民移転のときで補償等がもめているかどうか、ちゃんとやったのか

どうかというお話の例がありました。通常、企業であれば、もめているようなところには、

企業にもいろいろなものがいますから、何とも私はいいませんけれども、まず一般的には、

そういうところに投資して権益をとろうという発想がないのです。ですから、企業はそう

いうことをやるのでしょうというような質問になっていると、これはやはりだめだなとい

うように私は感想として……。 

 以上です。 

 

【司会】 

 JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 これはNEXIパート、JBICパートとか、そういうことではないと思っているので、本件に

ついては、先ほど申し上げた私どものポジションは変わっておりません。一方で、ご指摘

があったような、まだちょっと裏がとれていないとかそういうものもありますけれども、

事実としてちょっと不幸なお話があったのであれば、そこは私どもは真摯に反省をしなけ
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ればいけないと本当に思っています。その問題と、その問題からガイドラインの改訂だと

いうようにおっしゃるわけですけれども、その問題とガイドラインの改訂というのは、私

どもの今のポジションとしてこれは違うと。それだけということではないだろうと。件数

の問題ということではなくて、それだけということではなくて、いろいろなことを勘案し

た上で原文維持であるということでございます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。時間のほうも大分進んでまいりましたので、もしこの項目に

ついて追加で特段のご意見、コメント等なければ、もう１つ議論をする追加14という論点

が残っておりますので、そちらのほうにそろそろ行かないと、時間がなくなるかなと心配

し始めておりますが、いかがでございましょうか。――JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 よろしければ論点14にまいりたいと思います。――ごめんなさい。論点14ではなくて追

加14です。余り笑い話にならないですね（笑声）。 

 この追加14でございますが、カテゴリーFIの環境レビュー・情報公開・モニタリングと

いうことでございます。これまでの議論のやりとりというか、実際平場では１回なのです

けれども、このやりとりを踏まえても、改訂ということではないだろうと思っております。

その内容も踏まえながら、主要な検討ポイントと認識にその理由が書いてあるわけでござ

いますけれども、結果、現時点で十分な改訂ニーズは認識されないということで、これは

議場での議論を踏まえているものであろうと思っております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 最初に論点を提出した段階では、規定をすべきというばくっとした提案をさせていただ

いたのですが、前々回の議論の中でもう少し具体的に提案させていただいていた１つの点

といたしましては、カテゴリーFIのサブプロジェクトがカテゴリーＡに相当する場合に、

 

83



JBIC自身も通常のカテゴリーＡ案件と同様に、情報公開をしていただきたいという点を具

体的に提案させていただいたかと思っています。この点に関しては、世銀等も情報公開政

策等で同様の措置をとっているというように認識しています。カテゴリーFIに関しては、

前々回のコンサルテーションの中で FAQに詳細が書いてありますという話だったのですが、

具体的にこの情報公開の点に関しては FAQの中でみられないのかなというように理解して

おりまして、やはりこちらの提案といたしましては、この FAQの中にFIにおける情報公開

の点を加えていただきたいということを改めて提案させていただければと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

  FAQの中に既にFIについての取り扱いというのが定めてあります。カテゴリーＡについ

ても、いわば、それの延長線上ということになるのだろうと思っておりますけれども、そ

この部分について、もう少し詳しく説明をしたいと。実務の取り扱いとかそこら辺の話を、

繰り返しになるかもしれないですけれども。その上で、 FAQに今どういうことが書いてあ

るのか。その延長線上なので、書く必要があるのかないのか。そういった観点でお話をさ

せていただきたいと思っています。 

 

【司会】 

 JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 松田】 

 きのう１日、この会合で一言もしゃべらず、きょうもしゃべらずに済むのかなと思って、

最後に来てしまって、久しぶりにしゃべるものですから、うまくご説明ができるかどうか

あれなのですけれども、もしちょっとおかしなところとか足りないところがあれば、ほか

の人間が補足すると思います。 

 今、藤平のほうがいいましたように、また前々回でも私からお話ししましたように、一

応 FAQの中でカテゴリーFIのレビュー手続――レビュー手続となっていますが、ここに書

かれていると。そこで、ガイドライン上は、このガイドラインに示す環境社会配慮が確保
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されることを環境レビューのときに確認すると。カテゴリーFIに分類された案件について

はそのようになっていて、それをどのように確保するのかということが FAQには書かれて

いるわけです。その中の１つとして、金融仲介者等の環境社会配慮確認実施能力を確認し、

本行環境ガイドラインによる環境社会配慮確認を委任するというのが１つのあれとしてあ

るわけなのです。要するに、前々回もお話ししましたように、私どもがやっていることを

金融仲介者のほうに委任するということなのです。ですので、この金融仲介者は我々のガ

イドラインに沿った手続をするということになります。 

 ただ、前々回もお話ししましたように、実はこういうケースは余りないというか、ほと

んどないのです。特に最近はサブプロジェクトをカテゴリーＣ案件に限定するということ

がほとんどでございまして、実際には我々が金融仲介者の能力を確認して委任するという

ことはほとんどないものですから、もう何年もないものですから、実例として、今このよ

うにやっていますとか、具体的にこうですということがなかなかいえないところがあるの

ですけれども、一応考え方としてはここにも。繰り返しになりますけれども、私どもは、

金融仲介者のほうに我々のガイドラインに沿った手続を含めて委任するということで、こ

こでもう言い尽くされているのではないかなと思っています。それを越えて、情報公開の

ところだけ取り出して書くというのもちょっとそれは、そこまでやる必要性が本当にある

のかどうかという疑問がありますし、今の FAQに書かれている内容で十分に読めるのでは

ないかなと思っております。 

 もしその能力がない場合には、我々がこのガイドラインに沿ってサブプロジェクトにつ

いても、スクリーニングからカテゴリー分類、環境レビュー、すべて我々がやるというこ

とになりますので、それはまたこの間もお話ししましたように、私たちがガイドラインに

沿って対応していくということですので、いずれにせよ、そのやる主体が変わるというこ

とだけでして、手続としてはもう明確になっているのではないかと思っております。 

 以上です。 

 

【司会】 

  ありがとうございました。田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 １点確認したいのですが、仮に委任が行われた場合に、ある金融仲介業者がカテゴリー
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Ａ案件の場合、公開すると。その際にJBIC自身が例えば EIAを公開するのかどうかという

点が私の気になる点でして、そこを１点確認させてください。 

 

【司会】 

 JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 松田】 

 委任しますので、基本的には金融仲介者のほうでそれはやるということで、私どもがそ

この部分、 EIAを公開するということはないです。 

 

【司会】 

 田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 そうすると、世銀が行っているプロセスと若干異なるのではないかと。つまり世銀の場

合は、サブプロジェクトがカテゴリーＡの場合は、基本的に世銀自身も公開しているとい

うように認識していますが、この違いがあるのではないかと思いますが、それはよろしい

のでしょうかというか、基本的には世銀と同様に、サブプロジェクトのカテゴリーＡの案

件についてはJBIC自身も公開すべきだと思っています。 

 

【司会】 

 JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤井】 

 世界銀行――世銀というお話ですけれども、世界銀行の役目というのは、開発途上国の

発展とかどうのこうのということですので、私も世界銀行のことをFIについて調べたわけ

ではないので、ちょっと理解が間違っているかもしれませんが、基本的に我々のいう任せ

られないというか、環境社会配慮確認をできないという視点から、仲介金融機関を育てる

という意味もあって、そこまで踏み込んでいるのかなという印象はあります。あと、世界

銀行に対してというわけではございませんけれども、私の理解では IFCはやっていないと
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思っているのですが、 IFCについてもしご存じでしたら教えていただきたいのですけれど

も。 

 

【司会】 

 田辺さん、お願いします。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

  IFCに関してはそのとおりだと思います。 

 

【司会】 

 JBIC、お願いします。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 私も直ちに世銀の取り扱い、 IFCが違うというのはあれなのですけれども。世銀の取り

扱いというのが正しいあれが入っているというか、そこは疑問なしとしないのであれなの

ですけども、カテゴリーFIというのは、まずアプリオリに対象プロジェクトがわからない

ということ。ネーチャーとしては比較的小規模のものがあるだろうというものであること。

したがって、私どもがそれを全部ハンドリングするのではなくて、金融仲介者にやっても

らうということ。もちろん環境社会配慮においては、金融仲介者に私どもがやるような環

境社会配慮をちゃんと委任できるかどうかという能力をみるということ。その上でオーケ

ーであれば、そこに委任しているということです。もちろんそうでないようなケースにお

いては、コンサルタントを雇うとかそういうものもありますけれども、基本はそういうこ

とになっています。そこに私どもが委任する。今、実際問題、カテゴリーＡの案件という

のがないので、なかなか実例というのがあれなのですけれども、その考え方からいけば、

そこに委任するわけで、そこが公開をする。では、JBICは何をしているのかといったら、

カテゴリーＡ案件の場合に関して私どもがよく入れているのは、私どもが事前承認をする

ということはやっていまして、変な話、ノーズロにやっていただいているということでは

ないということです。ですから、公開の主体がだれになるのかというは、ある意味、本質

ではないのかなと。だれかがちゃんと公開するということに、そういうメカニズムになっ

ているということが大事なのかなと思います。 
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【司会】 

 ありがとうございました。田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 基本的に、例えば日本の市民が金融仲介者に働きかけて、JBICと同様に公開をしてくれ

るという話であれば、特に問題ないと思うのですが、やはりアクセシビリティーという点

で、例えばある事務所でしか公開しないので、北海道に住んでいる人は取りに来てくださ

い、沖縄に住んでいる人は取りに来てくださいという話になると、東京にいる我々はいい

のですが、非常に厳しい状況になるのかなということを考えると、例えばJBICさんのほう

でウェブサイトで上げていただくということによって、かなりアクセシビリティーの向上

というのが図れるのかなと思っています。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 アプリオリにアクセシビリティーとか情報公開のメカニズムとか仕組みということにな

っていませんけれども、私どもと同じようなことをやっていただくということで、何を情

報公開するかどうかは別にして、情報公開の仕組みとかそこら辺については、サーバーの

大きさとかそういったところも含めて、まさしく邦銀さんは進んでおられると私は思って

いまして、当然邦銀だけではなくて、ほかの金融仲介業というのはあるのですが、情報公

開というのも当然、私の中では念頭に置いているので、そういったところもちゃんとでき

る人にお願いするということだと思っています。何分そういうことにしておきながら実例

がないので、なかなかあれなのですけれども、考え方からすればそういうことになります。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。ほかにこの点につきましてご意見、コメントなどありますで

しょうか。よろしゅうございますでしょうか。――それでは、この場で議論を行うという

整理になりました２つにつきまして一応議論終了ということでございますので、それ以外
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の部分について皆様からのご意見、コメント等をいただくということでございますけれど

も、やり方としてはどのような形にしますか。ご提案がございますか。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 やり方の話と時間の関係というのがございまして、ワン・バイ・ワンでやるほうが丁寧

かなと思っているのですけれども、時間の関係があるので、皆様方が何時ぐらいまでオー

ケーかといったところとの兼ね合いがありまして。 

 

【司会】 

 田辺さん、どうぞ。 

 

【「環境・持続可能社会」研究センター 田辺さん】 

 我々、ちょっと相談したのですが、特に時間もそんなにないということで、必ずしもワ

ン・バイ・ワンでなくてもよろしいのかなと。コメントがある方に最初に番号を聞いてい

って、頭からそのコメントに関してやってもらえればいいのかなと。 

 

【司会】 

 ということは……どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 もちろんそのやり方に反対ではないのですけれども、コメントがあるのはあらかじめわ

かりますでしょうか。ある程度、数を頭の中に入れておいた上でということもあるかなと

思っていまして。 

 

【司会】 

 清水さん、どうぞ。 

 

【FoE Japan 清水さん】 

 少なくとも FoE Japanからは論点１と13のみです。福田さん……。 
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【司会】 

 福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 論点27、異議申し立て期間について一言だけ申し上げたいと思います。 

 

【司会】 

 鈴木先生、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 論点５について１点だけ、簡単なコメントをしたいと思っています。 

 

【司会】 

 ほかに産業界の方、それ以外の方でももちろん結構でございます。もし今までカバーし

ていない部分でコメント等ございましたら、今、ちょっと変なあれですけれども、登録み

たいな形になっていますが（笑声）、教えていただければと思います。よろしゅうござい

ますでしょうか。――では、JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 それでは、今出たものの確認も含めてですけれども、１番ですね。これは１―１から１

―３まで、大きな意味でということだと思いますけれども、１番。それから、５番、13番、

27番でよろしいのですね。では、１番からということで、こちらからの説明とかは省略い

たします。 

 

【司会】 

 それでは、１番は清水さん、お願いします。 

 

【FoE Japan 清水さん】 

 歳入の透明性に関しては、第何回だったか、最初のほうで議論させていただいて、その

後、ペーパーを出させていただいて、この改訂の方向性が出たという流れになっています
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けれども、結論からいえば、このタイミングで発言するので当たり前なのですが、今回こ

のタイミングでガイドラインに盛り込むと。歳入の透明性の概念にしても何にしても、そ

の関連のことについて、このタイミングでガイドラインに盛り込まないということについ

ては納得しております。ただ、このペーパーに書いてある改訂の方向性のいろいろな理由

について納得できていない部分とできている部分があるのですけれども、それを一々いっ

ていくと時間もないのですが、大きく２つ、私が納得した点と、今回入れることについて

難しいなと思った部分がありました。 

 １点目は、実は改訂の方向性に書いていない部分なのですけれども、日本政府として単

独でまだEITIについて採択していないという点。それから、２点目は、 ECAの中でもOPIC、

それからECGDとかについては、政策の中では歳入の透明性なりEITIについてなり触れてい

るものの、プラクティスとしてどのように積み上がってきているかということに関して、

私も事実関係等を調べてはいたのですけれども、どうもそこがよくわからない部分があっ

たということです。 

 ただ、一方、 ECA、特に私、JBICについては、出資等も行っておりますし、よりレバレ

ッジもあるでしょうし、その事業に対する関与も大きいという観点等々から、歳入の透明

性に関して取り組む必要性というものは感じています。したがって、以上の状況から考え

て、このタイミングでは仕方ないというか、納得はしたのですけれども、いずれ時期が来

たときに、また改めて何かの場所で話させていただくことがあるかもしれませんので、宣

言みたいになってしまいましたが（笑声）、ということです。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、今の点について JBIC/NEXIから何かレスポンスが

もしございましたらお願いできればと思います。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 JBICさんが話せと清水さんがいっているところ、私が答えてしまうのもあれなのですけ

れども（笑声）、私どもも改訂の方向性として、こういう結論は出させていただいたので

すが、今、清水さんがみずからご結論を出されたところまで含めて、一個人、一団体とし

ては、ここの論点を一から積み上げられて、問題提起とか、こういうものがありますよと
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いうところから始まって、よくここまでお調べになられて整理されたなということは、よ

いグッドプラクティスであったと思っています。実際、今回、五十幾つ論点があった中で、

こういうところの詰めている、詰めていないというものにやはり軽重があったと。その中

で、私たちも必然的に採択するもの、突き放すものというのがあった中で、これについて

は結論としては非採択だったのですけれども、こうした形での積み上げという形の提案は

非常にオープンコンサルという形で、EITIのことを初めて知った、あるいはそういうもの

にはどうかかわるのだということは、私どものみならず、産業界さん、あるいは NGOの皆

さんの中でも非常に深まった、あるいはこういうことをしてガイドラインの改訂というも

のを積み上げていくのだなと。中身として、または議論の仕方として、大変示唆の多いも

のであった。そういう意味での果実はありませんでしたけれども、立派な種なり枝になっ

たのではないかと。私はここのパートを担当した者として、感謝の気持ちを一言申し上げ

させていただきます。ありがとうございました。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、続きまして、次は５番でございますか。５番は鈴

木さん、どうぞ。 

 

【ヒューマンライツ・ナウ 鈴木さん】 

 稲川さんのいう、余り詰められていないほうの論点かなと思っているのですが、改訂の

方向性の②のところで、「当該国の人権状況を客観的に把握する上での参考文書などにつ

き、 FAQに明確化することの可能性等も含め検討します」となっています。参考文書など

については検討ポイントにどのようなものがありますかというのがあったので、それのと

きにもう文書も出しているし、そのこと自体は繰り返しませんが、一応この改訂の方向性

の文書にもあるように、 ECAとしてはやや時期尚早だということはわからないでもないの

ですけれども、EBRDとかにおいて全般的な状況を把握した上でレビューに生かすというこ

とが行われていることもあり、考える素材として、参考文書などを明確化していただくと

いうことは必要だろうと。 

 参考文書をみつけるために、いずれにせよ、どうせ必然的に必要なのだと思うのですけ

れども、主要な人権条約について、どの条約を当該国が批准しているのかということは確

認しないと、参考文書も発掘できないという問題もありますが、一応そういうことは確認
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していただきたいなと。イギリスのECGDなどはスクリーニングフォームに主要な人権条約

が上げられていて、この条約を批准していますかと。あと ILOの主要条約も上げられてい

て、それを批准していますかという質問があったりもしますので、そういうことも含めて

検討していただければと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 ここの５番なのですけれども、今後検討していくということで、改訂そのものを行いま

せんので、こうしたものはこういう書きぶりにはなっておりますが、今後の検討課題とい

うような受けとめでございます。その点で、鈴木様のほうのご提案に添えないようなニュ

アンスのことを申し上げるのですけれども、ここのところ、いろいろどんなものがあるの

だろうというのを調べていく中で非常に難しい点を発見しました。２つ申し上げます。 

 １つは、人権状況の全般的な把握を行うということは、客観的な情報をもちたいと。つ

まり、現状において、いわゆる国際基準として、こうした人権の一般図書が示されていな

いという中で、鈴木様からいただいた中に、例えばアムネスティですとか、国連人権規約

委員会といったものがあるのですけれども、アムネスティというのは団体ですし、国連人

権規約委員会は国連の組織ですが、その報告については各国いろいろなご意見――ご意見

というのは異なる意見を招くこともしばしばあると。我が国にもかかわることなのですが、

ちょっと例示は差し控えますが、非常に異論を招くことが多い。こうしたものは国際機関

のほうもアプリオリには使っておりませんし、私どもも、私どもがさらにプロジェクトで

みた認識と、そこに書いてあることが違ったときに、参考図書どおりにやれといわれても、

あくまでプロジェクトベースですので、その辺はちょっと採択しづらい。むしろ客観的な

情報というところでいうと、ウィキペディアとか、世界各国の主要要覧みたいなものがあ

るのですけれども、そんなものは JBIC/NEXIの中で参考図書として書くのもおこがましい

のですが、比較的客観的な一般情報という点では、そういうものになってしまうのだと。

実際、私どもが今までやってきたこともそういうことでございますので、恐らくご指摘い

ただいたような図書については、極端な限界例ですよね。私はビジネスの中で、少なくと
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も JBIC/NEXIの中では出てこないと思うのですけれども、非常に人権が特殊な国で、それ

こそ奴隷的な労働を使っているのでないかという案件をお客様が間違ってもってきてしま

ったようなときに、実態はどうのだろうかというようなことを調べるのだったら、アムネ

スティから何から当たると思いますが、余りそれは現実的な例ではありませんので、通常

一般のところでアムネスティからひもとくというのもちょっとバランスの悪い話かなとい

うことで、ここのところは今後よく勉強させていただいて、必要な客観的な国際基準とい

うものがあれば、そういうものを例示する。けれども、ニュアンスのこと。だから、ニー

ズがないというところにもっているという結論であることを最後に申し添えます。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、続きまして項目の13でございますか。波多江さん、

どうぞ。 

 

【 FoE Japan 波多江さん】 

 13番ですけれども、ステークホルダーからの意見への対応ということで、JBICさん、NE

XIさんから、現行ガイドラインの運用改善のニーズということで認識されているというよ

うに結論を出されていらっしゃるところですけれども、ここの３番の③のところで、「今

後より一層、ガイドラインの着実なる履行を意識しつつ」ということでおっしゃられてい

るわけなのです。ここにいらっしゃるJBICさん、NEXIさんの方々は、やはりここで私たち

とともにいろいろ議論を尽くしていただいて、私たちの趣旨も非常に理解していただいた

と思っておりますし、そうしたことを踏まえて、これからもガイドラインの運用に当たら

れるのだろうということは、私たちも何ら疑うところはないわけなのですけれども、片や、

ここにいらっしゃらないJBICさん、NEXIさんの方々が実際に運用のときにこういった趣旨

を踏まえていただけるのかということを考えますと、これは2000年、2001年ぐらいから、

やはり今のガイドラインをつくり上げていくときにも同じようなことがありまして、要す

るに、つくるとき信用してくださいといわれて、はい、わかりましたということでつくり

上げたガイドラインが今ここにあるわけですが、それが運用上の問題になって、何点かい

ろいろな局面が出てきて、論点18が出たり論点19が出たりということになっておりますの

で、私たちとしては論点13の点をやはりガイドラインに何かしら盛り込んでいただきたか

ったなと思っております。これはコメントですけれども、そうした意識もありまして、１
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つ質問です。 

 実際、総括表のほうにもこちらのほうだけ運用改善のニーズと認識されていて、注がつ

いているわけですけれども、運用改善を実際にされていくというようにおっしゃられてい

る中で、どのように改善をされるということをお考えか。ご予定などがあれば、この注意

書きの意味も含めてお伺いできればと思っております。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤平さん、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 厳しく、かつ温かいコメントをいただきまして、ありがとうございます。まずは肝に銘

じて、これからもやっていきたいと思っております。 

 それで、まずその注の意味なのですけれども、これは実は昨日ご説明をしました。して

いると思いますけれども、いわば肝となるところは、ステークホルダーの方からお手紙等

でいただいたご懸念等について、私どもはその手紙を単に受領し、ありがとうございまし

たということが基本となるようなリプライをしていたと。それは、私どももそういったと

ころが事実としてあったというのは認識しておって、きのうと同じことになりますけれど

も、それがやはりベストだと思うようなケースもあると思いますが、ベースをどちらに置

くのかと。基本はそうではなくて、もう少し答えられるものは丁寧にお答えするのだとい

うような対応をする。そういう意味での運用改善ですということでございます。 

 それから、時期というのは、運用の改善なので、それこそ、今もう決めている話ですか

ら、あしたからとかいう話になるわけでございますし、さすがにきょうのあしたというこ

とにはならないのかもしれませんが、もう既に私ども、まだ改訂の方向性ということには

なるのですけれども、近々、職員に対しての説明の機会を設けようと思っております。そ

のときに、この点は必ず触れます。１回で済む問題ではないと思いますけれども、こうい

うことをまず手始めにやっていこうと思っております。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。それでは、最後に論点27番。これはどなたでございますか。

 

95



福田さん、どうぞ。 

 

【メコン・ウォッチ 福田さん】 

 私の質問は簡単であります。前回――前回ではないですが、この論点について議論をさ

せていただいたときというのが私は印象深くて、藤平さんがいらっしゃらなかったときで、

宵さんにお答えいただいた回だったと思いますが、このときに、現行の異議申し立て制度

をつくったときに、いろいろ議論させていただいた場であったパブリックコンサルテーシ

ョンフォーラムの最後のときに、議長総括ペーパーというものが当時の矢島議長の名前で

出ています。この有効性――有効性というのは現在も有効であるということがわかってい

るのですが、これは10月以降も、新組織に移行した後も、この議長総括ペーパーに示され

た認識、特に融資決定前に異議申し立てがされた際にどういった対応をとるのか――とる

のかというか、総裁には一定の権限のもと、準用して対応をこの異議申し立て審査役に命

じる権限があるという内容について、新JBIC、10月以降も有効であるのかどうかと。同じ

認識を今後も持ち続けるのかということについて質問させていただき、検討していただく

ということでお答えいただきました。この回答というのは、実は紙ではいただいているの

ですが、コンサルテーション会合の場で質問した内容なので、改めて口頭でもご説明いた

だければと思います。 

 この点については以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。藤平さん、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 私どもの改訂の方向性のペーパーの中に、これはクリアに書かせていただいていると思

っています。答えは非常にシンプルで、10月以降も継続であります。リーガリーに詰めた

とか、そこまでは行っていませんけれども、もうこれは私どもとしてやっていくというこ

とであります。福田さんのご趣旨が、総裁といっているのが、新しい組織の総裁というこ

とと本当に同意かどうかというところはあれだと思いますけれども、新JBICのトップとい

う意味とご理解いただければと思います。という意味で、そこは本当に注釈の話ですけれ

ども、議長総括のペーパーは10月以降も当然有効でございます。 
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【司会】 

 ありがとうございました。ということで、皆様から議論、それからコメントなどをいた

だきまして、一応これで全部カバーできたのかなと思います。時間もまた例によって大分

過ぎておりますので、きょうの議論という意味では、ここでおしまいにしたいと思いまし

て、今後の進め方について予定等もございますので、 JBIC/NEXIから説明をしていただけ

ればと思います。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 きょうは本当に皆さんにご協力をいただいて、本当にこのやり方がいいのかなと思いな

がら、きょうも試行錯誤でやってまいりました。時間と実質的な議論との兼ね合いという

ものの難しさを感じている次第であります。私もちょっと疲れているようで、最近どうも

声が小さいとかいわれているのですけれども、次回のところですが、若干オプションみた

いな格好になります。というのは、ここまでも非常に大事なプロセスであったわけで、何

とか成功裏に終わることができたと思っているわけですけれども、次にいよいよドラフト

ということになります。これはこれで相当タフな作業なのだろうと私どもは思っておりま

す。したがって、いつご提示できるか、あるいは議論できるかというところに関しまして、

済みません、ちょっとオプションという格好にさせていただきたいと思っています。８月

28日か９月３日、このいずれかということで、間に合えば28日、そうでない場合は３日と

いう格好で、私どもの意向としては、これも事前にウェブアップできればと思っていると

ころなので、作業的にいうとそんな楽ではないなというところでございます。よほどのこ

とがない限り、今の２オプションでやらせていただいて、次回は８月28日か９月３日とい

うことにさせていただければと思います。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。時間、場所はもうわかっていますか。ここですか。いつもどお

りということですね。どちらの場合でも場所はここで、時間は１時半からということであ

ります。満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 時間と場所については了解したのですが、１つご提案があるのですが、論点によっては
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非常に議論がし尽くされて、即ガイドラインのドラフトということもあると思っているの

です。言い方が非常に難しいのですが、より共感と納得というテーマを突き詰めるために

も、論点によっては検討しますというところがかなり多かったところもあるような気がし

ておりまして、これはすぐにご回答いただかなくてもいいのですが、ガイドラインのドラ

フトが示される前に、論点によっては改訂の方向性のご検討されたポイントの結果と、そ

の結果に関する議論を軽くやってからドラフトの議論というオプションもありかなと思っ

ているところなのですが、ご検討くださいということでございます。 

 以上です。 

 

【司会】 

 宮渕さん、どうぞ。 

 

【宮渕さん】 

 満田さんの今のお話、心はよくわかるのですけれども、実際に作業するJBICさんとかNE

XIさんのことを考えると、私も同じような作業をしたことがありますが、大変だと思うの

です。ですから、これは、やはりドラフトが出てきた段階で必要なところを議論するとい

う形にしたほうがいいのではないでしょうか。そういうドラフトが出てくると、議論もか

なり具体的になりますので、途中段階でやるよりも、１発でやったほうがいいのではない

かと思います。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございます。稲川さん、どうぞ。 

 

【日本貿易保険 稲川】 

 今、お２人からご意見が出まして、プロス・アンド・コンだと私は思っているわけです

けれども、詰まっていないところで１つの案を出してしまって、結局後戻りして、そもそ

もはということになるリスクもありますので、すべてのものではないという意味だと思う

のですが、産業界さんからも意見があって、三者というのもおかしいのですけれども、三

者とか先生とか四者ぐらいで見解が違っているようなもので、１つの案で行くとまた同じ
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繰り返しになりますから、場合によっては、審議も尽くせていなくて意見書を出したいと

いうようなことであれば、そういうオプションも当然あると思うのです。ただ、物にもよ

りますので、全部といわれたら、私たちは私たちの案を出してしまいますので、具体的に

今、産業界さん、あるいは NGOさんのほうでそういうプロセス、つまり、いきなり私ども

のほうの改訂案だけを出すと、また時間がかかってしまうだろうと。私たちの趣旨に賛成

かどうかということではなくて、１つのもので議事が２時間、３時間かかってしまうよう

な懸念のあるものがおありでしたら、そうするという意味ではないのですけれども、一応

論点の何番なのかおっしゃっていただけますか。教えていただけますか。 

 

【司会】 

 満田さん、どうぞ。 

 

【地球・人間環境フォーラム 満田さん】 

 私の提案は、別にNEXIさん、JBICさんに過剰な負担をかけようという意図ではなくて、

手戻りを防ぐためという、主にそういったことです。論点としては、私は、詰まっている

部分、詰まっていない部分、いろいろあると思うのですが、情報公開のところは若干検討

するところも多かったかなと感じているところであります。私が思いつくのはそれぐらい

なのですが。 

 以上です。 

 

【司会】 

 ありがとうございました。JBIC、どうぞ。 

 

【国際協力銀行 藤平】 

 今いただいたことも踏まえて、当初申し上げたとおり、28日or９月３日ということにし

たいと思います。一応ドラフトを用意するという方向で作業したいと思っています。そう

でないというようなことがあれば、そうでない格好にすると思いますけれども、今のとこ

ろはドラフトを用意するという格好で作業したいと思います。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 
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【司会】 

 ありがとうございました。ということで、それでは、８月28日、あるいは９月３日、ど

ちらの場合であっても13時半、ここの場所で次回の会合をさせていただきたいと思います。 

 本日は長い時間ご参加いただきまして、ありがとうございました。これをもちまして、

本日、第12回目のコンサルテーション会合を終了させていただきたいと思います。どうも

ありがとうございました。 
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